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過疎地域における集落の現況把握調査結果の概要

ポイント

○ ６５歳以上の割合が５０％以上の集落の割合 ⇒ 約１０ポイント増加
○ 「維持が困難」になっている集落の割合
○ 「無人化の可能性のある」集落の割合
○ 集落支援員や地域おこし協力隊等が活動する集落の割合 ⇒ 約７ポイント増加

調査結果の主な内容

高齢者割合の高い集落が増加傾向にある中で、集落支援員や地域おこし協力隊などのサポート人材の

増加が集落機能の維持が困難な集落や無人化の可能性のある集落の増加を食い止めている。

今回調査（令和元年） 前回調査（平成２７年）

・集落数 ６３，２３７集落 ６５，４４０集落

・集落人口 １，０３５．８万人 １，１４７．８万人

・１集落当たりの平均人口 １６３．８人 １７７．３人

・住民の半数以上が６５歳以上である集落の割合 ３２．２％ ２２．１％

・集落機能の「維持が困難」な集落の割合 ４．１％ ４．３％

・「無人化の可能性のある」集落の割合 ５．０％ ４．９％

・サポート人材が活動する集落の割合 ３４．８％ ２８．１％

⇒ 大きな変化なし

調査の目的等

○ 集落の最新の状況を把握する目的で総務省と国土交通省が合同で定期的（５年前後ごと）に実施
○ 平成３１年４月１日時点で過疎地域自立促進特別措置法により過疎地域に指定された地域

（８１４市町村※）の回答を集計。 ※東日本大震災による原発事故被災地関係の３町村を除く。

過疎地域等における集落の状況に関する
現況把握調査（令和2年3月）
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前回調査で「１０年以内に消滅（無人化）」とされていた集落の状況

• 前回調査の過疎地域において、前回調査時に「１０年以内に消滅（無人化）する可能性がある」と予測されて
いた５０８集落のうち、今回調査までの４年間で実際に消滅（無人化）したのは４７集落（９．３％）となっている。

地方ブロック別・前回調査時に「１０年以内に消滅（無人化）」と予測されていた集落の変遷

※前回調査時（H27.4.1現在）の過疎地域のうち、回答のあった７９４市町村における集落において、「１０年以内に消滅（無人化）する可能性がある」と予測された集落
（５０８集落）を対象。

※ 「他に編入」：他の集落に統合され、当該集落の名称がなくなった集落 「他と合併」：他の集落とともに新しい名称の集落を形成した集落（当該集落の名称も変更）
「分離」：複数の集落に分かれて合併した集落

過疎地域

他に編入
他と合併
又は分離

計
(C)

1 北海道 22 3 0 0 0 19

(100.0%) (13.6%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (86.4%)

2 東北圏 43 5 0 0 0 38

(100.0%) (11.6%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (88.4%)

3 首都圏 13 0 0 0 0 13

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%)

4 北陸圏 21 6 0 0 0 15

(100.0%) (28.6%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (71.4%)

5 中部圏 36 1 2 0 2 33

(100.0%) (2.8%) (5.6%) (0.0%) (5.6%) (91.7%)

6 近畿圏 31 4 0 0 0 27

(100.0%) (12.9%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (87.1%)

7 中国圏 84 8 1 0 1 75

(100.0%) (9.5%) (1.2%) (0.0%) (1.2%) (89.3%)

8 四国圏 188 12 0 0 0 176

(100.0%) (6.4%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (93.6%)

9 九州圏 70 8 2 2 4 58

(100.0%) (11.4%) (2.9%) (2.9%) (5.7%) (82.9%)

10 沖縄県 0 0 0 0 0 0

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

508 47 5 2 7 454

(100.0%) (9.3%) (1.0%) (0.4%) (1.4%) (89.4%)

現存している
集落

(A-B-C)
前回調査の
過疎地域

合計

10年以内に消滅
と予測

(A)

消滅集落

(B)

集落再編により減少した集落

過疎地域等における集落の状況に関する
現況把握調査（令和2年3月）
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集落支援員について

・地方自治体⇒集落支援員を設置し、集落支援員と協力して集落対策を推進（下記フロー図のとおり）

・総務省 ⇒地方自治体に対して、財政措置（特別交付税措置）、情報提供等を実施

＜特別交付税措置＞

○措置額 ・・・ 集落支援員１人あたりの上限額 ・専任※ ４４５万円 ・兼任 ４０万円
※兼任の場合であって、集落支援員としての活動に従事する時間が週当たり15時間30分以上である旨を設置要綱等に規定して委嘱する場合を含む。

○対象経費・・・ ①集落支援員の設置に要する経費、②集落点検の実施に要する経費

③集落における話し合いの実施に要する経費

④地域の実情に応じた集落の維持・活性化対策に要する経費

地域の実情に詳しく、集落対策の推進に関してノウハウ・知見を有した人材が、地方自治体からの委嘱を受け、市町村職員と

連携し、集落への「目配り」として集落の巡回、状況把握等を実施

※令和４年度 専任の「集落支援員」の設置数 １，９９７人 ※自治会長などとの兼務の集落支援員の設置数 ３，１７４人

<専任の「集落支援員」の属性> 約４割が６０代、約５割が元会社員・元公務員・元教員、約９割がそれまで暮らしていた地方自治体で活動

集落支援員

・ 市町村職員と協力
し、住民とともに、集
落点検を実施

・ 「集落点検」の結果を活用し、住民と
住民、住民と市町村との間で集落の現
状、課題、あるべき姿等についての話
し合いを促進

・ 地方自治体の委嘱により「集落支援員」を設置。
・ 集落支援員は、市町村職員とも連携し、集落への「目配り」として、集落の巡回、状況把握等を行う。

■集落支援員の設置

■集落点検の実施 ①デマンド交通システムなど地域交通の確保、
②都市から地方への移住・交流の推進、
③特産品を生かした地域おこし、
④高齢者見守りサービスの実施、
⑤伝統文化継承、
⑥集落の自主的活動への支援 等

総
務
省

支
援■集落のあり方についての話し合い

地方自治体の取組のフロー

集落支援員の活動イメージ

□集落の維持・活性化に向けた取組

※ 国勢調査における人口集中地区については、特別交付税による措置の対象外
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都道府県名 市町村 支援員数 都道府県名 市町村 支援員数 都道府県名 市町村 支援員数 都道府県名 市町村 支援員数 都道府県名 市町村 支援員数 都道府県名 市町村 支援員数 都道府県名 市町村 支援員数

美唄市 1 飯豊町 15 長野市 1 三重県 御浜町 3 日野町 2 愛媛県 久万高原町 9 山都町 1

深川市 2 庄内町 5 伊那市 15 長浜市 22 江府町 1 高知市 2 多良木町 1

石狩市 3 遊佐町 2 大町市 2 守山市 2 松江市 3 室戸市 4 大分市 2

松前町 1 会津若松市 1 茅野市 2 甲賀市 20 出雲市 1 南国市 3 日田市 10

乙部町 1 喜多方市 6 東御市 9 京都市 4 益田市 25 須崎市 2 佐伯市 12

寿都町 1 二本松市 7 青木村 1 綾部市 2 大田市 5 宿毛市 1 臼杵市 14

蘭越町 1 天栄村 1 辰野町 2 宮津市 1 奥出雲町 7 香南市 2 津久見市 1

ニセコ町 6 南会津町 3 箕輪町 4 京丹後市 6 飯南町 6 香美市 12 竹田市 4

積丹町 1 西会津町 1 飯島町 7 南丹市 7 川本町 22 東洋町 1 豊後高田市 3

上砂川町 1 三島町 1 南箕輪村 1 伊根町 4 美郷町 13 奈半利町 2 宇佐市 24

北竜町 3 会津美里町 2 中川村 9 豊岡市 32 邑南町 1 安田町 3 豊後大野市 8

鷹栖町 1 石川町 5 宮田村 1 西脇市 4 津和野町 36 馬路村 3 由布市 4

比布町 1 北茨城市 1 松川町 12 加西市 2 吉賀町 6 芸西村 3 玖珠町 4

愛別町 1 茨城町 2 高森町 2 丹波篠山市 1 海士町 44 本山町 5 日南市 1

東川町 15 足利市 2 阿智村 5 養父市 34 西ノ島町 3 大豊町 8 串間市 6

南富良野町 1 矢板市 2 平谷村 1 丹波市 22 知夫村 19 土佐町 5 えびの市 5

和寒町 1 沼田市 2 売木村 5 朝来市 26 隠岐の島町 1 いの町 2 西米良村 3

美深町 1 嬬恋村 4 天龍村 3 宍粟市 5 玉野市 7 仁淀川町 1 椎葉村 9

中頓別町 1 秩父市 6 豊丘村 6 神河町 1 笠岡市 6 中土佐町 1 日之影町 1

白老町 4 横瀬町 1 大鹿村 3 上郡町 3 備前市 1 佐川町 11 五ヶ瀬町 2

厚真町 5 小鹿野町 5 王滝村 6 佐用町 7 瀬戸内市 2 越知町 4 鹿児島市 10

安平町 3 館山市 1 木曽町 1 香美町 1 赤磐市 1 檮原町 7 鹿屋市 1

清水町 4 南房総市 12 麻績村 1 新温泉町 2 真庭市 6 日高村 5 阿久根市 2

白糠町 4 香取市 4 生坂村 7 宇陀市 4 浅口市 3 津野町 2 指宿市 1

青森県 むつ市 2 山武市 1 朝日村 3 山添村 2 矢掛町 7 四万十町 1 西之表市 11

大船渡市 8 大多喜町 5 白馬村 6 曽爾村 1 勝央町 2 三原村 5 日置市 27

久慈市 3 東京都 利島村 1 小谷村 13 明日香村 1 美咲町 6 黒潮町 2 曽於市 6

雫石町 14 長岡市 12 高山村 10 吉野町 4 三原市 22 筑後市 11 志布志市 5

紫波町 2 新発田市 2 木島平村 6 黒滝村 1 三次市 6 小郡市 3 南九州市 3

西和賀町 8 小千谷市 4 飯綱町 2 天川村 4 庄原市 26 うきは市 3 三島村 1

岩泉町 10 十日町市 23 関市 7 十津川村 5 廿日市市 7 嘉麻市 1 さつま町 5

気仙沼市 7 見附市 11 中津川市 16 下北山村 4 安芸太田町 2 朝倉市 2 東串良町 2

登米市 20 村上市 7 瑞浪市 8 上北山村 5 北広島町 4 東峰村 5 肝付町 2

東松島市 4 糸魚川市 11 恵那市 4 川上村 23 大崎上島町 1 大刀洗町 4 徳之島町 1

丸森町 8 妙高市 4 下呂市 3 東吉野村 5 宇部市 5 香春町 2 うるま市 3

加美町 2 上越市 9 七宗町 4 紀美野町 11 山口市 1 みやこ町 2 国頭村 1

秋田県★ 2 佐渡市 9 白川町 7 高野町 2 岩国市 7 唐津市 7 大宜味村 6

湯沢市 2 魚沼市 9 東白川村 2 すさみ町 6 長門市 24 多久市 1 宜野座村 2

鹿角市 1 胎内市 1 静岡市 10 那智勝浦町 4 柳井市 3 伊万里市 4 北大東村 2

由利本荘市 4 阿賀町 7 浜松市 6 古座川町 1 美祢市 4 小城市 1 久米島町 2

五城目町 2 津南町 1 島田市 1 鳥取市 1 周防大島町 1 基山町 6 竹富町 3

羽後町 5 関川村 3 小山町 3 倉吉市 17 平生町 6 上峰町 4

酒田市 2 粟島浦村 2 尾鷲市 3 智頭町 11 阿武町 2 平戸市 16

寒河江市 1 富山県 富山県★ 3 鳥羽市 2 八頭町 22 美馬市 7 壱岐市 14

長井市 19 福井市 6 熊野市 27 三朝町 6 三好市 18 五島市 12

朝日町 1 坂井市 1 いなべ市 75 琴浦町 3 上勝町 1 小根賀町 1

金山町 2 越前町 2 明和町 6 大山町 10 神山町 6 南小国町 1

最上町 3 南アルプス市 1 玉城町 1 南部町 19 那賀町 2 高森町 10

舟形町 2 早川町 2 南伊勢町 6 伯耆町 2 牟岐町 3 南阿蘇村 1

川西町 4 丹波山村 1 紀北町 8 日南町 12 香川県 さぬき市 1 甲佐町 2

宮崎県
（27）

鹿児島県
（77）

沖縄県
（19）

鳥取県

島根県
（192）

福岡県
（33）

佐賀県
（23）

大分県
（86）

高知県
（97）

岡山県
（41）

広島県
（68）

熊本県

長崎県
（43）

北海道
(63)

岩手県
(45)

宮城県
(41)

秋田県
(16)

山形県
(56)

山形県

福島県
（27）

千葉県
(23)

新潟県
（115）

福井県
（9）

山梨県
（4）

長野県
（146）

熊本県
（16）

滋賀県
（44）

山口県
（53）

兵庫県
（140）

京都府
（24）

茨城県
(３)

栃木県
(４)

埼玉県
(12)

群馬県
(６)

岐阜県
（50）

静岡県
（20）

奈良県
（59）

和歌山県
（24）

鳥取県
（106）三重県

（131）
徳島県
（37）

集落支援員の活躍先

令和３年度 専任1,915名 兼任3,424名(3府県383市町村)
令和２年度 専任1,746名、兼任3,078名（3府県358市町村）
令和元年度 専任1,741名、兼任3,320名（4府県348市町村）
平成30年度 専任1,391名、兼任3,497名（3府県328市町村）
平成29年度 専任1,195名、兼任3,320名（3府県300市町村）

平成28年度 専任1,158名、兼任3,276名（4府県277市町村）
平成27年度 専任994名、兼任 3,096名（3府県238市町村）
平成26年度 専任858名、兼任 3,850名（5府県216市町村）
平成25年度 専任741名、兼任 3,764名（7府県189市町村）
平成24年度 専任694名、兼任 3,505名（6府県186市町村）

平成23年度 専任597名、兼任約3,700名（9府県149市町村）
平成22年度 専任500名、兼任約3,600名（13府県134市町村）
平成21年度 専任449名、兼任約3,500名（ 9府県113市町村）
平成20年度 専任199名、兼任約2,000名（11府県 66市町村）

表中の★は、県が実施

○支援員数 専任1,997名、兼任3,174名 自治体（３府県394市町村） （令和４年度特交ベース） ※表は専任のみ （人）
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（単位：団体）

 地域の暮らしを守るため、地域で暮らす人々が中心と
なって形成され、地域内の様々な関係主体が参加する
協議組織が定めた地域経営の指針に基づき、地域課
題の解決に向けた取組を持続的に実践する組織。

○○まちづくり協議会（組織形態の一例）

協議

• 地域課題解決に向
けた取組を実践

生活部会

交通部会

福祉部会

実行

• 地域課題を共有
• 解決方法を検討

総会
自治会、PTA、婦人会、
社会福祉協議会等が参加

買物支援

外出支援

声かけ・見守り

活動実態
令和４年度 総務省調査（市区町村：1,730市区町村が回答／地域運営組織：7,207団体が回答）

※概ね小学校区を単位に全国に7,207組織（令和４年度調査）

地域運営組織について

○団 体 数 ：令和４年度は地域運営組織が全国で7,207団体が確認され、令和３年度（6,064団体）
から1,143団体増加（18.8％増）し、平成28年度に比べて約２倍以上に増加。

○組織形態 ：法人格を持たない任意団体が90.9％、NPO法人が3.9％、認可地縁団体が2.3％

○構成団体 ：自治会・町内会が構成員となっている地域運営組織は78.2%と最も多く、
「地域の福祉活動に関わる団体、民生委員・児童委員」（58.7％）、
「地域の子ども・青少年育成に関わる団体」（50.6％）が続く。

○活動内容 ：祭り・運動会・音楽会などの運営（68.4％）が最も多く、交流事業（66.8％）、
健康づくり（60.2％）、防災訓練・研修（59.1％）などが続く。

○収 入 ：収入源のうち、「市区町村からの助成金・交付金等」が84.0％と最も多い。

○課 題 ：活動の担い手となる人材の不足（76.1％）が最も多く、団体の役員・スタッフの高齢化
（56.7％）、次のリーダーとなる人材の不足（56.2％）など人材に関するものが多い。

（複数回答）

（複数回答）

（複数回答）

（複数回答）
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 人口規模別

※令和４年度 総務省調査（市区町村：1,730団体が回答）

 都市分類別

地域運営組織の形成状況 ～人口規模・都市分類別～

• 回答団体の都市分類別に「地域運営組織
がある」割合をみると、「中核市」が85.5％
と最も多くなっている。

• 「特別区」が26.1%と少なくなっているほか、
「町村」が33.9％と少ない。

• 回答団体のうち、地域運営組織の有無に
ついては、「ある」が853団体（49.3％）、
「ない」が877団体（50.7％）となっている。

• 人口規模別に「地域運営組織がある」
割合をみると、「30万人以上50万人未満」
が74.0％と最も多くなっている。

• 「5,000人以上１万人未満」「5,000人
未満」は３割未満と少ない。

49.3 

47.1 

74.0 

70.4 

64.0 

59.5 

48.4 

28.8 

27.4 

50.7 

52.9 

26.0 

29.6 

36.0 

40.5 

51.6 

71.2 

72.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=1,730]

50万人以上 [n=34]

30万人以上50万人未満 [n=50]

10万人以上30万人未満 [n=199]

5万人以上10万人未満 [n=250]

3万人以上5万人未満 [n=232]

1万人以上3万人未満 [n=448]

5,000人以上1万人未満 [n=243]

5,000人未満 [n=274]

ある ない

49.3 

52.6 

26.1 

85.5 

69.6 

68.8 

66.2 

33.9 

50.7 

47.4 

73.9 

14.5 

30.4 

31.2 

33.8 

66.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=1,730]

政令指定都市 [n=19]

特別区 [n=23]

中核市 [n=62]

施行時特例市 [n=23]

市（10万人以上） [n=157]

市（10万人未満） [n=526]

町村 [n=920]

ある ない
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地域運営組織の主な活動

68.4
66.8

60.2
59.7
59.1

57.9
56.7

54.1
46.2
45.5

43.6
43.1

38.5
30.7

23.3
21.8

19.8
18.4
17.6

12.2
12.2
11.7
11.1
10.5
10.1
9.9
9.7

7.6
6.9
6.9
6.7
6.3
6.0

5.0
4.5

2.2
2.1
1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

祭り・運動会・音楽会などのイベント
交流事業
健康づくり

地域の美化・清掃
防災訓練・研修

広報誌の作成・発行（Web媒体による情報発信等を含む）
高齢者交流サービス

文化・スポーツ
声かけ、見守りサービス

生涯学習
登下校の見守り
防犯パトロール

青少年の健全育成
地域の諸団体（自治会・集落を含む）の事務や活動の補助

地域の調査・研究・学習
公的施設の維持管理（指定管理など）

相談の場の確保
子育て中の保護者が集まる場の提供

子どもの学習支援、学童
弁当配達・給配食サービス

多文化共生
水路等の草刈りや泥上げ、農道等の補修

空き家や里山などの維持・管理
買い物支援（配達、地域商店の運営、移動販売など）

コミュニティバスの運行、その他外出支援サービス
家事支援（清掃や庭木の剪定など）

特産品の加工・販売（直売所の設置・運営など）
その他

農村景観の保全、鳥獣被害防止用の緩衝帯の設置
観光（観光施設の運営、観光体験など）

送迎サービス（学校、病院、その他高齢者福祉施設など）
子ども食堂の運営

農業
雪かき・雪下ろし

市町村役場の窓口代行
保育サービス・一時預かり

農地の一元的管理（栽培管理含む）
農業と福祉を組み合わせた活動

合計 [n=7,207]

• 祭り・運動会・音楽会などの運営（68.4％）
が最も多く、交流事業（66.8％）、健康づく
り（60.2％）、防災訓練・研修（59.1％）
などが続く。

※令和４年度 総務省調査（地域運営組織：7,207団体が複数回答）8



• 小学校区域を単位とした「地域自主組織」

が各地で立ち上げられ、行政と市民とが

一体となった協働のまちづくりを推進。

• 交流センターの一画に、ミニスーパーを

開設し運営。生鮮食料品から日用品まで

幅広く商品を販売している。

• 交通手段を持たない住民向けの送迎サー

ビスなどの様々な活動を展開している。

波多コミュニティ協議会（島根県雲南市）

特定非営利活動法人きらりよしじまネットワーク
（山形県川西町）

• 高齢者のふれあいサロンや児童クラブ事業
など住民の生活支援活動を実施している。

• コンビニの休憩スペースを利用した産直朝市
を実施し、地元農産物の販売を積極的に行っ
ている。

• 住民ワークショップを実施し、女性や若者を
含む地域の様々な意見を集約し、事業計画
の企画立案に役立てている。

地縁法人錦生自治協議会（三重県名張市）

• 平成24年には、法律上の責任の所在を明
確化し、継続した活動基盤の確立を図る
ため、地縁法人（認可地縁団体）としての
認可を受けた。

• 高齢者のサロン事業や、不採算路線のた
め廃止が発表されたバス路線の運行委
託、小学校跡地を利用したキノコ生産・販
売の実施、放課後子ども教室など、様々
な事業に取り組んでいる。

特定非営利活動法人かみえちご山里ファン倶楽部
（新潟県上越市）

• 体験型学習施設である「地球環境学校」な

ど指定管理業務を受託している。

• 地域づくり活動を志す若者に向けて農作

業などの学びの場を提供することを目的

に、若者育成のための「里創義塾（りそう

ぎじゅく）」を開講している。

• 再生古民家カフェの「平左衛門（へいざえ

もん）」、宿泊施設の「霧山荘」を運営して

いる。

にしきお

地域運営組織の取組事例 参考

きらり産直市場 地球環境学校のアクティビティ

再生古民家「平左衛門」

送迎・外出支援（有償輸送）

「波多マーケット」店内の様子

はた

生産されるキノコ「にしきおっ子」
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地域運営組織の形成及び持続的な運営に要する経費 R５予算額：３１百万円
（R４当初予算額：１８百万円）

地域運営組織の多機能化等に関する取組の推進
• 地域コミュニティの維持・強化に向け、自治体の効果的な庁内連携や、地域運営組織による声かけ・見守り
など住民同士の「互助」の機能を強化する「地域共生社会」づくりのモデル実証を行う。

• 地域運営組織の形成及び持続的な運営の向けた取組を後押しするため、全国セミナー（仮称）を
開催し、地域運営組織の必要性を広くアピールするとともに、自治体関係者、関係団体等の学び、
交流及び先進事例発表の機会を創出。

調査研究事業

全国セミナー（仮称）

◆以下取組を通じ、形成されている市区町村数の増加を目指すとともに、地域運営組織の多機能化等を図る。
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＜令和４年度＞ ※孤独・孤立対策として下線を対象経費に追加

１．住民共助による見守り・交流の場や居場所づくり等への支援【市町村】
地域運営組織の運営支援や住民共助による見守り・交流の場や居場所づくり等への支援に要する経費

（１） 地域運営組織の運営支援

① 運営支援（措置対象：事務局人件費 等）…普通交付税
② 形成支援（措置対象：ワークショップ開催に要する経費 等）…特別交付税

（２） 住民共助による見守り・交流の場や居場所づくり等への支援
（措置対象：高齢者交流、声かけ・見守り、買物支援、弁当配達、登下校時の見守り、
交流事業（子育て、親子、多世代）、子ども食堂、学習支援、相談の場に要する経費 等） …普通交付税

※１は、R3年度「地域のくらしを支える住民共助の仕組みづくりの推進」から項目名変更を行うこととしている。
※(1)①及び(2)において、普通交付税算定額を上回る経費について、特別交付税による措置を講ずる。

２．地域運営組織の経営力強化支援【都道府県及び市町村】
自主事業の実施による収入の確保等地域運営組織の経営力強化に要する経費
（措置対象：研修、設備導入、販路開拓に要する経費 等） …特別交付税

地域運営組織に設立・運営に関する地方財政措置（概要）
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②地域の担い手確保について
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○ 「関係人口」とは、移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、特定の地域に
継続的に多様な形で関わる者。

○ 地方圏は、人口減少・高齢化により地域づくりの担い手不足という課題に直面しているところ、地域に
よっては若者を中心に、変化を生み出す人材が地域に入り始めており、「関係人口」と呼ばれる地域外の
人材が地域づくりの担い手となることが期待できる。

関係人口について

関係人口が増えることの意義 関係人口のイメージ

関係人口は、地域住民との信頼関係をベースに、地域の
社会課題解決や魅力向上に貢献する存在である。関係人口
の活発な往来により、地方の経済活動や様々な魅力向上の
取組の活性化、更には災害時の支え合いにもつながる。と
りわけ人口減少・高齢化の深刻な地域においては、関係人
口が地域住民の共助の取組に参画し、地域の内発的発展を
誘発することが期待される。

（「デジタル田園都市国家構想総合戦略」抜粋）

関係人口の取組例

＜宮崎県五ヶ瀬町（R元モデル事業）＞
県立中高一貫校の卒業生を対象とした

関係人口案内人育成

＜島根県邑南町（H30モデル事業）＞
「はすみファンと共に創る地域」事業

での「INAKAイルミ」の実施

＜愛媛県西条市（H30モデル事業）＞
「自立循環型関係人口プラットフォーム構築事業」での
「LOVE SAIJO ファンクラブ」を活用した地場産品のPR

＜鳥取県鳥取市（R元モデル事業）＞
地方の農業に関心のある都市部からの
滞在者との協働による農業用水路の修繕13



○総務省では「『関係人口』ポータルサイト」等を通じ、関係人口の意義や事例について情報発信するとともに、
平成30年度からモデル事業を実施してその成果検証を行ってきたところ。
○さらに、過年度のモデル事業を通じて得られた知見の横展開を図るとともに、「『関係人口』ポータルサイ
ト」により地方団体が地域への多様な関わり方（かかわりしろ）を発信。
○地方財政措置を講じることにより、関係人口の創出・拡大等に向けた取組の全国各地での取組を推進。

関係人口を活用した地域の担い手確保事業

全

国

各

地

で
取

組

の
実

装

化

全国各地で、
関係人口が地域と
関わり合いながら
地域活性化に貢献

目指す姿
「『関係人口』ポータルサイト」等を通じて、関係人口が継続的により深く地域

に関わるために参考となる事例やノウハウ等の横展開等を図るとともに、地方団体
が地域への多様な関わり方（かかわりしろ）を発信。

全国に向けた情報発信・地域からの情報発信の強化

○地方公共団体が関係人口の創出・拡大に取り組むための経費について、
令和３年度より地方財政措置（普通交付税措置）を講じることにより、
全国各地での取組を推進。

地方財政措置を通じた地方公共団体の取組の実装化

H30・R1
関係人口の創出・裾
野拡大
(モデル事業 30団体
(H30)、44団体(R1))

R2
関係人口と地域との
「協働」
(モデル事業 25団体)

R3 ～

関係人口施策の実装化
（普通交付税措置）

『関係人口』ポータルサイト URL https://www.soumu.go.jp/kankeijinkou/

R５予算額：０．１億円
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これからの移住・交流施策のあり方に関する検討会報告書（概要）

 都市住民の将来の地方への移住願望を実現する観点から、中長期的な視点で、段階的な移住・定住を希望する者の想いを
受け止め、段階的なニーズに対応した地域との多様な交流の機会を創出することが有効（図１）。

 移住希望者が移住に向けた階段を一歩一歩登ることができるよう、ライフステージに応じた多様な交流の入り口を用意し、階段の
一段一段を低く感じることができるような施策を充実させるべき。

【今後の方向性 ①】 段階的な移住・交流を支援する

 地域や地域住民との多様な関わりを持つ者である「関係人口」（図２）を地域づくりに貢献する存在として認識し、必ずしも「移住」と
いう形でなくとも、国民の一人一人が積極的に関心を持ち、想いを寄せる地域である「ふるさと」に対する想い、貢献しようとする人々の動
きを積極的に受け止め、人々と「ふるさと」とのより深い関わりを継続的に築く新たな仕組みを具体的に検討することが必要。

 これからの移住・交流、「ふるさと」との関わりを深める取組を展開していくためには、「関係人口」と地域をつなぐ仕組みを整えるため、
地域の中においてコーディネート機能・プロデュース機能を発揮できる自立した中間支援機能（図４）が不可欠であり、その中心的な役
割を担う人材の育成に対する支援についても併せて検討する必要。

 「関係人口」が持つ、「ふるさと」の地域づくりに対して貢献したいという想いを受け止めるため、地方公共団体は、自ら
の団体の「関係人口」を認識し、それらの者に対して、地域と継続的なつながりを持つ機会を提供していくことが重要。

 その手法の一つとして、市町村が「関係人口」を募り、その取組に賛同する者との関わりを継続する仕組みを設けること
を提言。

【今後の方向性 ➁】 「ふるさと」への想いを受け止める

【今後の方向性 ③】 地域における環境を整える

 コーディネート機能・プロデュース機能を担う人材の育成プログラムの開発や研修の実施を提言。
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「ふるさと」
（市町村）

「関係人口」

賛同
「関係人口」を募る

継続的なつながりをもつ機会の提供

・地域づくり活動（景観維持活動や地域の伝統行事等）への参加
・ふるさとサポーター証（パブコメへの参加、公共施設利用等）の発行
・まちづくり会議へ出席する機会の提供 ・広報誌送付 など

○ 「関係人口」が持つ、「ふるさと」の地域づくりに対して貢献したいという想いを受け止めるため、地方公共団体は、
自らの団体の「関係人口」を認識し、それらの者に対して、地域と継続的なつながりを持つ機会を提供していくことが
重要。

〇 その手法の一つとして、市町村が「関係人口」を募り、その取組に賛同する者との関わりを継続する仕組みを設け
ることを提言。

〇 この際、「関係人口」の人数ばかりに着目し、増やそうとするのではなく、地域の実情に合った仕組みづくりを行って
いくことが求められる。

新たな仕組みのイメージ
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〇調査対象
全地方公共団体（全都道府県、全市区町村） 1,788団体 3年7月1日～令和3年9月21日

〇調査方法
インターネット上の回答フォームより回答・回収
（※）内閣官房回答フォームを使用

〇回収状況
1,763団体（有効回収率98.6％）

▹第2期地方版総合戦略における「関係人口」の記載状況（令和3年3月31日時点）
①「関係人口」に関する記載がある…1,175団体
②「関係人口」という文言を使った記載はないが、「関係人口」の趣旨と同様の記載がある…200団体
③「関係人口」や、その趣旨と同様の文言は第2期地方版総合戦略では記載していない…258団体
④ 第2期地方版総合戦略に対応する総合戦略が策定されていない（令和3年4月1日策定も含む）…129団体

〇主な調査結果

▹令和2年度の「関係人口の創出・拡大」に関する取組の実施状況
① 実施した（新型コロナウイルス感染症の影響などにより当初予定事業の一部実施となった場合も含む） …1,171団体
② 実施しなかった…591団体

▹令和2年度に実施した具体的な取組（複数回答）

令和３年度 関係人口の創出・拡大に向けた取組状況調査（概要）

• 地域から都市部住民等への情報発信・コーディネート・受け入れ …474団体
• 個人版ふるさと納税を行った人の関係人口化に向けた取組 …402団体
• テレワーク・ワーケーションをきっかけとした関係人口化に向けた取組 …297団体
• 不特定の関係人口宛の情報発信や地域活動の募集・コーディネート …238団体
• 関係人口の登録制度 …210団体
• 都市部において開催する、各地域へのつながりをつくるためのイベントや相談会等 …209団体 など
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移住先の情報を集める

★移住希望者等に対す
る情報発信に要する経
費の財政措置

移住先での住まいを探
す

★居住支援に係る財政
措置

例）
空き家バンクホームページ保
守費、空き家バンク用不動産
フェア広告掲載費 等

例）
空き家リフォーム費、親・子世
帯同居住宅リフォーム費、中古
住宅リフォーム費 等

移住先で暮らす

★定住・定着に向けた
支援に係る財政措置

① 移住者の把握
例）移住者が抱える課題や
現状についての実態把握、関
係機関等とのネットワ-ク化 等

② 地域住民との交流
例）移住者・地域住民交流
会・ 懇談会の企画・運営等

③ 地域・行政への参画
例）若者タウンミーティングの
開催費、政策懇談会 等

例）
研修受講に要する経費、報
償費、活動旅費 等

移住先を体感してみる

★移住体験（二地域
居住体験）の実施に要
する経費の財政措置

例）
移住体験ツアーの開催費
等

例）オンライン移住お試し体験
ツアー費、移住体験用コンテン
ツの制作費 等

移住先での仕事を探す

★移住希望者等に対す
る就職や副業・兼業支
援の実施に係る財政措
置

例）無料職業紹介事業費、
無料職業相談所チラシ印刷製
本費用 等

例）農業実務研修費、就業・
創業活動交通費 等

例）新規就農者果樹(園芸)
ハウス新設費、漁業の新規移
住就業者に対する支援 等

総務省では、地方自治体が実施する以下の経費に対し、特別交付税措置を講じることとしている（令和３年３月３０日付け総行応第７９号）。
○地方自治体が実施する移住・定住対策に要する経費に要する経費（措置率０．５×財政力補正）
○「移住コーディネーター」又は「定住支援員」の設置に要する経費（１人当たり３５０万円上限（兼任の場合４０万円上限））

ステップ1 情報収集 ステップ2 移住体験 ステップ3 しごと ステップ4 住まい ステップ5 移住後

各地方自治体のホームペー
ジ、東京事務所等における
情報発信に要する経費

コワーキングスペースの紹介
などテレワーク環境の発信に
要する経費

移住関連パンフレット等の
制作に要する経費

その他 職員旅費、各種コー
ディネートを実施するNPO法
人等に対する委託費 等

移住相談窓口の設置に要
する経費

移住相談会、移住セミナー
等の開催に要する経費

移住関連イベント等への相
談ブースの出展に要する経費

その他
移住意識動向の調査に要す
る経費 等

移住体験ツアーの実施に係
るバス借上げ料等の経費

移住体験住宅の整備に要す
る経費
ＵＩターン産業体験（農
林水産業、伝統工芸等）の
実施に要する経費

移住希望者に対する職業
紹介の実施に要する経費

就職や副業・兼業支援の実
施に要する経費

新規就業者（移住者本人、
受入れ企業）に対する助成

空き家バンクの運営に要す
る経費

住宅改修への助成

移住者と地域住民との交
流等に要する経費

オンライン化の活用

定住支援員に係る経費

その他
定住を目的とした一定期間
の支援 等

就業に向けた支援の強化、 空き家の利活用や住まい探しの支援、 起業・事業承継に向けた支援の強化
（ ：国費事業 ：地財措置）

地域おこし協力隊 受入サポートプラン 《任期終了後の定住に向けたサポート》 との連係
都市部の人が、働きながら地方での暮らしを体験

（2週間～1ヶ月程度）

ふるさとワーホリの実施

集落の巡回、状況把握等
集落支援員との連携

居住・就労・生活支援等に係る情報提供や相談についてワンストップで対応する窓口
移住・交流情報ガーデンの活用 移住・交流情報ガーデンの活用

年間を通じた仕事の創出
特定地域づくり事業協同組合の活用

自治体が実施する移住・定住対策 ステップ別支援パッケージ（特別交付税措置）
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③人材力の強化について
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※ 隊員数、インターン参加者数、自治体数は、総務省の「地域おこし協力隊推進要綱」に基づくもの（いずれも特別交付税算定（令和4年11月末調査
時点）ベース）。

※ 平成26年度から令和3年度の隊員数は、名称を統一した旧「田舎で働き隊(農水省)」の隊員数を含む。
※ （ ）内の数は、インターン参加者のうち、地域おこし協力隊に任用された者の人数（翌年度任用見込み者数を含む）。
※ 合計は、隊員数とインターン参加者数（翌年度任用見込み者数を除く）の合計値。
※ 【 】内の数は、自治体数のうち、インターンのみ受け入れた自治体数。

年 度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

隊員数 89人 257人 413人 617人 978人 1,629人 2,799人 4,090人 4,976人 5,530人 5,503人 5,560人 6,015人 6,447人

インターン
参加者数

106人
（16人）

421人
（82人）

合計 89人 257人 413人 617人 978人 1,629人 2,799人 4,090人 4,976人 5,530人 5,503人 5,560人 6,114人 6,813人

自治体数 31団体 90団体 147団体207団体318団体 444団体 673団体 886団体 997団体 1,061団体1,071団体1,065団体1,087団体
【2団体】

1,118団体
【2団体】

○ 令和４年度の地域おこし協力隊の隊員数は、前年度から432名増の6,447人となり、インターン参加者数を含
めた合計数は、6,813人となった。

○ また、受入自治体数は、前年度から31団体増加し、1,118団体（受入可能自治体1,461団体の約77％）となった。

・ 隊員のなり手の掘り起こし （地域おこし協力隊全国サミット 等）
・ 受入れ・サポート体制の強化 （地域おこし協力隊サポートデスク 等）
・ 定住促進に向けた起業支援 （起業・事業化研修 等）

参考：地域おこし協力隊について 隊員の約４割は女性 隊員の約７割が
20歳代と30歳代

任期終了後、およそ65%が
同じ地域に定住※R4.3末調査時点

○制度概要：都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住民票を異動し、生活の拠点を移した者を、地方公共団体が「地域おこし
協力隊員」として委嘱。隊員は、一定期間、地域に居住して、地域ブランドや地場産品の開発・販売・ＰＲ等の地域おこしの支援や、
農林水産業への従事、住民の生活支援などの「地域協力活動」を行いながら、その地域への定住・定着を図る取組。
○実施主体：地方公共団体 ○活動期間：概ね１年以上３年以下
○総務省の支援：・ 特別交付税措置 （隊員１人あたり480万円上限 等）

・ 令和５年度予算 ２.1億円

地域おこし協力隊について
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（ ：国費事業 ：地財措置 ：その他）

研修･マニュアルの充実等によ
り募集・受入のノウハウを共有

複数人の隊員の受入れを働
きかけや多様な分野での活
用を促進

受入自治体におけるサポート
体制の強化（サポートプラン
②）

サポートデスクによる相談体制
の確保

都道府県ＯＢ･ＯＧネットワー
クの強化によるサポートの充実

受入自治体におけるサポート
体制の強化（サポートプラン
②）（再掲）

隊員のサポート体制の強化
（ミスマッチの防止）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

地域おこし協力隊 隊員数の増加に向けた取組について

ＳＮＳを中心とした情報
発信の強化や事例の発掘
によるメディアへの働きかけ

おためし協力隊・協力隊イ
ンターンの活用推進

受入自治体における募
集・受入の強化（サポート
プラン①）

応募者数の増加［
課
題
］

［
取
組
］

募集者数・受入自治体数
の増加

就業に向けた支援の
強化

空き家の利活用や住
まい探しの支援

起業・事業承継に向
けた支援の強化（サ
ポートプラン③）

任期終了後の
定住に向けたサポート

• 制度の認知度不足
• 受入自治体の募集内容
に魅力がない

• 受入実績がないor隊員数が
少ない自治体が存在

• 職員の負担増

• 隊員のニーズの多様化
• 任期途中の退任者が一定存在
• 隊員の孤立

• 任期終了後の仕事
が見つからない、住む
ところがない

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4
隊員数 89 257 413 617 978 1,629 2,799 4,090 4,976 5,530 5,503 5,560 6,015 6,447

取組自治体数 31 90 147 207 318 444 673 886 997 1,061 1,071 1,065 1,085 1,116

【目標】令和８年度までに
現役隊員数10,000人
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地域おこし協力隊 受入サポートプラン

○地域おこし協力隊は、令和４年度には6,447名の隊員が全国で活用し、これまでに任期終了した隊員との合計は16,000名以上となっている。
また、隊員のおよそ65％は任期終了後も引き続き同じ地域に定住し、地域活性化の大きな力となっている。

○地方への新たな人の流れを創出するため、こうした取組を更に推進することが重要であることから、令和８年度までに現役隊員数を10,000名とす
ることを目標として、以下のとおり、各フェーズの隊員・受入自治体双方に対するサポートの充実を図る。

❶ 受入自治体に対する
募集・受入のサポート ❷ 現役隊員に対する

サポート体制の強化

★隊員の日々のサポートに要する経費の財
政措置（特別交付税措置）NEW!

【措置上限】
200万円/１団体を上限

【対象経費】
ＯＢ・ＯＧ等に隊員の日々のサポート（活
動や生活に関する日々の相談、地域住民と
のつながりづくり等）を委託する経費 等

❸ 任期終了後の
定住に向けたサポート

★隊員等の起業・事業承継に要する経費の
財政措置（特別交付税措置）

【措置上限】
100万円/１人を上限

【対象期間】
「最終年次及び任期終了後１年」としてい
るところ、「任期２年目から任期終了後１
年」に適用年度を拡充（任期１年目は対
象外）

★隊員の募集等に要する経費の財政措置
（特別交付税措置）

【措置上限】
300万円/１団体を上限
（200万円/１団体から引上げ）

【対象経費】
ＯＢ・ＯＧ等から募集案件の企画について
アドバイスを受ける経費、民間求人サイトを活
用したＰＲに要する経費 等

１年目 ２年目 ３年目 任期後
1年目

(対象外) 現行の対象期間新たに対象
期間とする

外部人材の活用を促進し、各自治体の
募集の企画力を強化するとともに、隊員の
ミッション等を具体化することで、ミスマッチ
の防止を図る。

民間求人サイトを活用し、募集のＰＲを
強化することで、各自治体における応募者
の裾野を広げる。

市町村単位でのよりきめ細やかなサポート
体制の確保を促進し、隊員の孤立を防止
し、各自治体における任期途中の退任者
を減らす。

受入自治体職員の負担軽減を図るととも
に、ＯＢ・ＯＧが引き続き同じ地域で活
躍できる場をつくる。

隊員が早期から起業等の準備に着手でき
るようにすることで、円滑な定住のサポート
を促進する。
＜イメージ図＞
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◎地域おこし協力隊に取り組む自治体に対し、次に掲げる経費について、特別交付税措置
【隊員の募集・受入】
① 地域おこし協力隊員の募集等に要する経費：300万円／１団体を上限
② 「おためし地域おこし協力隊」に要する経費：100万円／１団体を上限
③「地域おこし協力隊インターン」に要する経費：100万円／１団体を上限(※1)、1.2万円／１人・１日を上限(※2)

（※1）…団体のプログラム作成等に要する経費、（※2）…参加者の活動に要する経費

【隊員の活動期間中】
④ 地域おこし協力隊員の活動に要する経費：480万円／隊員１人を上限
・報償費等…280万円（隊員のスキルや地理的条件等を考慮した上で、最大330万円まで支給可能。その場合も480万円が上限）
・その他の経費…200万円（活動旅費、作業道具等の消耗品費、関係者間の調整などに要する事務的な経費、研修等の経費など）

⑤ 地域おこし協力隊員の日々のサポートに要する経費(市町村のみ)：200万円／１団体を上限
【隊員の任期終了後】
⑥ 地域おこし協力隊員等の起業・事業承継に要する経費：100万円/隊員１人を上限
・任期２年目から任期終了後１年以内の起業又は事業承継が対象。
⑦ 任期終了後の隊員が定住するための空き家の改修に要する経費：措置率0.5

地域おこし協力隊に係る地方財政措置について

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、令和元年度から３年度までに任用された隊員を対象として、受入自治体が「任期の延長が
必要」と認めた場合には、２年を上限として任期の特例を認めることとし、他の隊員と同様に報償費等について特別交付税措置。

◎都道府県に対し、以下の取組に要する経費について、普通交付税措置
① 地域おこし協力隊等を対象とする研修等
② 地域おこし協力隊員OB・OGを活用した現役隊員向けのサポート体制の整備

赤字は令和５年度に拡充した部分
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○ 令和８年度までに現役隊員数を10,000人とする目標の達成に向け「応募者数の増加」が急務であるなか、令和元年度
から「おためし地域おこし協力隊」を実施しているが、隊員としての実際の活動や生活が具体的にイメージしにくいとい
う意見も。そこで、「おためし」と「本体」との間に、令和３年度から「地域おこし協力隊インターン」を創設し、応募者
の裾野を拡大。

おためし地域おこし協力隊 地域おこし協力隊

★期間

★移住要件

★活動内容（例）

・主に２泊３日

・なし

・行政、受入地域等関係者との顔合わせ
・地域の案内、交流会
・地域協力活動の実地体験 等

★期間

★移住要件

★活動内容（例）

・概ね１年～３年

・原則、都市地域から条件不利地域への移
住が必要

・地場産品の開発・販売等地域おこし支援
・農林水産業への従事
・住民の生活支援 等

地域おこし協力隊インターン
★期間 ★移住要件

★活動内容
・２週間～３か月 ・なし

・地域おこし協力隊と同様の地域協力活動に従事

★財政措置（特別交付税措置） ★財政措置（特別交付税措置）

・実施経費：１団体あたり 100万円上限 ・募集経費：１団体あたり 200万円上限
・活動経費等：１人あたり 480万円上限

★財政措置（特別交付税措置）
・インターンのプログラム作成等に要する経費：
１団体あたり 100万円上限
・協力隊インターン参加者の活動に要する経費：
１人・１日あたり1.2万円上限

⇒地方への移住に淡い関心を寄せる方や地域おこし
協力隊をあまり知らない方へアピール！

⇒地域おこし協力隊への参加を具体的なイメージを
もって検討することが可能に！

HOP！
STEP！

JUMP！
参考事例

・新潟県においては、「にいがたイナカレッジ」として、１か月（短期）～１年（長期）の「地域インターン」を
実施。短期（主に大学生）113名、長期（主に社会人）35名が参加（2012～2019年度、延べ数）
・「集落の若い人たちが集まりに出やすくなったと思います」、「なかなか腰が重くて取り掛かれなかったことが、
学生達が私たちの背中を後押ししてくれました」といった地域の声あり。

おためし
インターン

協力隊

地域おこし協力隊インターン
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○ 地域おこし協力隊の隊員数は、令和４年度は6,447人であり、令和８年度までに10,000人とする目標を掲げてい
る（デジタル田園都市国家構想総合戦略）。

○ 目標の達成に向けて、強力なＰＲ活動、現役隊員・自治体職員双方へのサポートの拡充等の取組により地域おこし
協力隊を更に強化し、地方への新たな人の流れを力強く創出する。

隊員活動期間中制度周知・隊員募集 任期後

起業・定住

地域への
人材還流を
促進！

■「地域おこし協力隊全国サミット」の開催

・地域おこし協力隊や自治体関係者のほか広く一
般の方の参加できる「地域おこし協力隊全国サ
ミット」を開催し、
事例報告やＰＲ等
により広く制度を
周知するとともに、
隊員同士の学び、
交流の場を提供する。

地域おこし協力隊の推進に要する経費

■「地域おこし協力隊サポートデスク」等による相談体制の確保

・隊員や自治体職員からの相談に一元的に対応できるよう「地域おこし
協力隊サポートデスク」において効果的なアドバイスを提供する。

■各種研修会等の実施

・初任者研修やステップアップ研修等といった隊員の「段階別」の研修を
実施するとともに、隊員の孤立化の防止に向けて、同じ分野で活動する
隊員間のつながりを強化するため、任期
終了後にも頼れる知己を得る場として
「活動分野別」の研修を実施する。

・より一層の制度理解、隊員の円滑な活動
の支援等のため、自治体職員向けの研修
等の充実を図る。

■ 「ビジネスサポート事業」等の実施
・隊員の起業・事業化等を支援するため、専門家のアドバイスによるビジネスプランの磨
き上げ、事業実現に向けたサポート等を実施する。

R５予算額：２０８百万円
（R４予算額：２４４百万円）

■メディアやSNS等を活用した制度周知

・制度の更なる活用を推進するため、各種メディ
アやSNS等による制度周知を更に強化し、隊
員のなり手の掘り起こしを行う。

■未導入自治体等に対するフォローアップ

・ 募集・受入等について知見のある有識者を
「地域おこし協力隊アドバイザー（仮称）」とし
て派遣し、未導入自治体等に対するフォローアッ
プを行う。

・募集・受入等のノウハウを全国へ広げていくた
め、調査分析、事例集の作成等を行う。

■OB・OGネットワークづくりの推進・強化

・各地域における協力隊OB・OGネットワークづくりを推進することにより、より身
近できめ細やかなサポート体制を構築する。

・ 「地域おこし協力隊全国ネットワーク（仮称）」を設立し、情報の発信や関係団
体との連携強化、隊員やOB・OGの活動支援に取組む。
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地域おこし協力隊の定住状況等に係る調査結果概要（令和５年４月公表）

任期終了後、およそ65％の隊員が同じ地域に定住

○令和４年3月31日までに任期終了した地域おこし協力隊員の定住状況等について調査を実施。

合計=9,656人
（前回=8,082人）

同一市町村内に定住した者は5,130人
前回調査（4,292人）比で約1.2倍に増加

うち、約42％(2,174人)が起業、
約38％(1,970人)が就業

（前回調査：令和３年３月31日までに任期終了した隊員）

合計=5,130人
（前回＝4,292人）

任期終了後定住した隊員の動向

起業 事業承継

※準備中・研修中を含む

就農・就林等就業

他の地域に転出
2,019人（20. 9％）

活動地の
近隣市町村内に定住

1,188人（12.3％）

活動地と
同一市町村内に定住

5,130人（53.1％）

不明
1,258人（13.0％） 同じ地域に定住

6,318人（65.4％）

うち、226人が活動地と関わりの
ある地域協力活動に従事

その他

61人（0.6％）

就業
1,970人（38.4％）

起業
2,174人(42.4％)

事業承継
57人（1.1％）

その他
224人（4.4％）

不明
112人（2.2％）

※四捨五入しているため、
合計が100％にならないことがある。

就農・就林等
593人（11.6％）
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移住相談窓口等において受け付けた相談件数

各都道府県・市町村の移住相談窓口等において受けた相談件数は、令和2年度に減少に転じて
いたが、令和３年度においては、イベントにおける相談件数が次第に増えてきてはいるが、移
住相談窓口における相談（面談のほか、電話やメール等での相談を含む。）の増加により、過
去最多の結果となった。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

相談件数
（件） 141,683 213,469 260,166 298,132 315,744 291,082 323,931（※）

移住相談窓口
（箇所） ー 145 146 164 159 164 166

108,253

160,293
193,374

221,912
242,118

262,206
285,448 

33,430

53,176

66,792

76,220
73,626 28,876

38,483 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000
相談窓口

イベント

※令和３年度の相談件数は、６年前（平成27年度）の約２．３倍となった。
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特定地域づくり事業協同組合

対 象：人口規模・人口密度・事業所数等に照らし、人材確保に特に支援が必要な地区※として知事が判断
※過疎地域に限られない。合併前の旧市町村単位でも可。

認定手続：事業協同組合の申請に基づき、都道府県知事が認定（10年更新制）
特例措置：労働者派遣法に基づく労働者派遣事業（無期雇用職員に限る）を届出で実施可能

人口急減法の概要

特定地域づくり事業協同組合制度の概要

都道府県

・事業者単位で見ると年間を通じた仕事がない

・安定的な雇用環境、一定の給与水準を確保できない

⇒人口流出の要因、UIJターンの障害

人口急減地域の課題

・地域の仕事を組み合わせて年間を通じた仕事を創出
・組合で職員を雇用し事業者に派遣

（安定的な雇用環境、一定の給与水準を確保）
⇒地域の担い手を確保

特定地域づくり事業協同組合制度

〈組合の運営経費〉

市 町 村

１／２
利用料金収入

１／４
交付金

食

品

加

工

業

者

製

材

業

者

介

護

業

者

運

送

業

者

飲
食
・
宿
泊
業
者

農

業

者

林

業

者

…

機

械

製

造

業

者

特定地域づくり事業協同組合員

…

人材 派遣

認定

漁

業

者

１／８
特別
交付税

１／８

１／２市町村助成

根拠法：地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律（令和2年6月4日施行）

財政
支援

利用 料金

地域づくり人材の雇用⇒所得の安定・社会保障の確保

※このほか、設立支援に対する特別交付税措置あり

R5予算額：5.6億円
（内閣府予算計上）

情報提供
助言、援助
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特定地域づくり事業協同組合制度の活用方法のイメージ

創意工夫により様々な活用が可能

１

4月 5～10月 11～3月

農業 飲食業 酒造業

２

AM PM
介護事業 こども園 小売業

or

通年
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R5.6.1時点

８７組合
（35道府県90市町村）

特定地域づくり事業協同組合 都道府県別認定状況
【北海道】
名寄市 初山別村
石狩市 中頓別町
下川町 遠軽町

【青森県】
南部町

【岩手県】
葛巻町

【福島県】
喜多方市
只見町
柳津町・三島町・昭和村
金山町
楢葉町

【秋田県】
東成瀬村

【山形県】
小国町

【新潟県】
十日町市
妙高市
上越市
阿賀町

【群馬県】
みなかみ町

【埼玉県】
小鹿野町

【山梨県】
早川町【長野県】

生坂村
小谷村

【岐阜県】
白川町

【奈良県】
明日香村
川上村

【石川県】
七尾市
珠洲市
穴水町

【京都府】
綾部市
京丹後市

【兵庫県】
淡路市
香美町

【鳥取県】
若桜町
智頭町
日野町

【岡山県】
新庄村

【島根県】
浜田市 邑南町
大田市 津和野町
安来市 海士町
雲南市 西ノ島町
奥出雲町 知夫村
飯南町 隠岐の島町

【山口県】
萩市

【徳島県】
美馬市
三好市
上勝町

【高知県】
東洋町
馬路村

【愛媛県】
松野町

【鹿児島県】
西之表市
錦江町
南種子町
伊仙町
和泊町・知名町
与論町

【熊本県】
山鹿市
天草市
五木村
あさぎり町

【長崎県】
平戸市 五島市
対馬市 雲仙市
壱岐市

【佐賀県】
唐津市 上峰町
武雄市 みやき町
小城市

【愛知県】
設楽町

【富山県】
南砺市

【宮崎県】
日南市
諸塚村

【宮城県】
気仙沼市

【栃木県】
茂木町

【沖縄県】
宮古島市

※R5交付決定ベース

【広島県】
東広島市
安芸太田町

【三重県】
大紀町
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④地域力創造施策に係るデジタル化について
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自治体ＤＸ・地域社会のデジタル化に関する
各種支援策

～自治体DXを取り巻く環境～
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自治体DX推進計画等の概要

自治体DX推進計画（2022.9改定） 自治体DX推進手順書（2023.1改定）
■自治体DX全体手順書（2023.1改定）

・ DXを推進に必要と想定される一連の手順を0～3ステップで整理
ステップ0：認識共有・機運醸成
ステップ1：全体方針の決定
ステップ2：推進体制の整備
ステップ3：DXの取組みの実行

■自治体情報システムの標準化・共通化に係る手順書（2023.1改定）
・ 自治体情報システムの標準化・共通化の意義・効果や、自治体に

おける作業手順等を示すもの

■自治体の行政手続のオンライン化に係る手順書（2023.1改定）
・ 自治体の行政手続のオンライン化の取組み方針や、自治体における

作業手順等を示すもの

■自治体DX推進参考事例集（2023.4改定）
・ 全国の自治体におけるDXの最新の取組を、①体制整備、②人材確保・

育成、③内部DXに整理し、工夫点等に係るインタビュー記事も掲載

■重点取組事項（※）自治体の業務システムの改革
① 自治体情報システムの標準化・共通化

・ 2025年度までに基幹系20業務システムを標準準拠システムへ移行
② マイナンバーカードの普及促進

・ 2022年度末までにほぼ全国民に行き渡ることを目指し申請・交付促進等
③ 行政手続のオンライン化

・ 住民に身近な31手続をマイナポータルでオンライン手続可能に
④ AI・RPAの利用推進、⑤ テレワークの推進

・ ②、③による業務見直しなどに併せ導入・活用を推進
⑥ セキュリティ対策の徹底

○ 『デジタル・ガバメント実行計画』（R2.12）の各施策のうち、自治体が重点的に取り組むべき事項や国の支援策等を取り
まとめ、令和2年12月に計画を策定。その後、『骨太の方針2022』において「自治体DX計画改定により、…地方自治体
におけるデジタル化の取組を推進する」とされたことを受け、『デジタル社会の実現に向けた重点計画』『デジタル田園都市国
家構想基本方針』（令和4年6月閣議決定）において国が掲げる理念や支援策等を盛り込む改定を実施。

○ また、「地方公共団体情報システム標準化基本方針」（同10月閣議決定）等の策定や、デジタル人材の確保・育成に
関する自治体の取組状況を踏まえ、令和5年1月、自治体DX推進手順書のバージョンアップを実施。

自治体DX推進計画の趣旨

地域社会のデジタル化に係る参考事例集（2022.9改定）

○ これから事業に取り組む団体の参考となるよう、各団体の事業概要を写
真やイラストとともにまとめたもの。令和4年9月、取組に至った経緯・課題
意識、活用した国等の支援制度等を盛り込むバージョンアップを実施。

※計画期間:2021.1～2026.3

■自治体におけるDXの推進体制の構築
① 組織体制の整備（全庁的・横断的な推進体制）
② デジタル人材の確保・育成
③ 計画的な取組み（スケジュール策定等）
④ 都道府県による市区町村支援

■自治体DXの取組とあわせて取り組むべき事項
① デジタル田園都市国家構想の実現に向けたデジタル実装の

取組の推進・地域社会のデジタル化
② デジタルデバイド対策
③ デジタル原則に基づく条例等の規制の点検・見直し
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マイナンバーカードの申請・交付状況
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※（ ）内は令和４年１月１日時点の住基人口（125,927,902人）に対する割合

（H28～R1は年度当たりの平均値）

１か月当たりの
有効申請受付数
交付実施済数

令和５年
５月３１日実績

申請：9,705万枚（約77.1％）
交付：9,120万枚（約72.4％）
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（参考）情報通信白書 スマートフォンの世帯保有率の推移
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デジタル田園都市国家構想総合戦略の全体像
 テレワークの普及や地方移住への関心の高まりなど、社会情勢がこれまでとは大きく変化している中、今こそデジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化
し、「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指す。

 東京圏への過度な一極集中の是正や多極化を図り、地方に住み働きながら、都会に匹敵する情報やサービスを利用できるようにすることで、地方の社会課題を
成長の原動力とし、地方から全国へとボトムアップの成長につなげていく。

 デジタル技術の活用は、その実証の段階から実装の段階に着実に移行しつつあり、デジタル実装に向けた各府省庁の施策の推進に加え、デジタル田園都市国家
構想交付金の活用等により、各地域の優良事例の横展開を加速化。

 これまでの地方創生の取組も、全国で取り組まれてきた中で蓄積された成果や知見に基づき、改善を加えながら推進していくことが重要。

● まち・ひと・しごと創生総合戦略を抜本的に改訂し、2023年度から2027年度までの５か年の新たな総合戦略を策定。デジタル田園都市国家構想基本方針で定めた取組の
方向性に沿って、各府省庁の施策の充実・具体化を図るとともに、KPIとロードマップ（工程表）を位置付け。

● 地方は、地域それぞれが抱える社会課題等を踏まえ、地域の個性や魅力を生かした地域ビジョンを再構築し、地方版総合戦略を改訂。地域ビジョン実現に向け、国は政府
一丸となって総合的・効果的に支援する観点から、必要な施策間の連携をこれまで以上に強化するとともに、同様の社会課題を抱える複数の地方公共団体が連携して、
効果的かつ効率的に課題解決に取り組むことができるよう、デジタルの力も活用した地域間連携の在り方や推進策を提示。

地域ビジョン実現を後押し
＜施策間連携の例＞ ＜地域間連携の例＞

関係府省庁の施策を取
りまとめ、地方にわか
りやすい形で提示

ワンストップ型相談体制の
構築や地方支分部局の活用
等による伴走型支援

モデルとなる地域
を選定し、選定地
域の評価・支援

他地域のモデルと
なる優良事例の周
知・共有、横展開

関連施策の取りまとめ 伴走型支援重点支援 優良事例の横展開
自治体間連携の枠組みにおける
デジタル活用の取組を促進

国が事業の採択や地域の選定
等を行う際に、地域間連携を
行う取組を評価・支援

地域間連携の優良事例を収集
し、メニューブック等を通じ
て広く周知・共有

デジタルを活用した取組の深化 重点支援 優良事例の横展開

総合戦略の基本的考え方

＜総合戦略のポイント＞

デジタルの力を活用した地方の社会課題解決
デジタルの力を活用して地方の社会課題解決に向けた取組を加速化・深化

教育DX、医療・介護分野DX、地域交通・インフラ・物流DX、まちづくり、文化・
スポーツ、防災・減災、国土強靱化の強化等、地域コミュニティ機能の維持・強化等

スタートアップ・エコシステムの確立、中小・中堅企業DX（キャッシュレス決済、シェアリングエコ
ノミー等）、スマート農林水産業・食品産業、観光DX、地方大学を核としたイノベーション創出 等

地方に仕事をつくる１

「転職なき移住」の推進、オンライン関係人口の創出・拡大、二地域居住等
の推進、地方大学・高校の魅力向上、女性や若者に選ばれる地域づくり 等

人の流れをつくる２

結婚・出産・子育ての支援、仕事と子育ての両立など子育てしやすい環境づくり、
こども政策におけるDX等のデジタル技術を活用した地域の様々な取組の推進 等

結婚・出産・子育ての希望をかなえる３

魅力的な地域をつくる４

デジタル実装の基礎条件整備
デジタル実装の前提となる取組を国が強力に推進

デジタル人材育成プラットフォームの構築、職業訓練のデジタル分野の重点化、
高等教育機関等におけるデジタル人材の育成、デジタル人材の地域への還流促進、
女性デジタル人材の育成・確保 等

デジタル推進委員の展開、デジタル共生社会の実現、経済的事情等に基づく
デジタルデバイドの是正、利用者視点でのサービスデザイン体制の確立 等

デジタル人材の育成・確保２

誰一人取り残されないための取組３

デジタル基盤の整備１

施策の方向

地
方
の
デ
ジ
タ
ル
実
装
を
下
支
え

地域ビジョンの実現に向けた施策間連携・地域間連携の推進
＜モデル地域ビジョンの例＞
スマートシティ
スーパーシティ スマートシティ

AiCT
（福島県会津若松市）

「デジ活」
中山間地域

脱炭素
先行地域

バイオマス発電所
稼働による新産業

の創出
（岡山県真庭市）

データを活用した
スマート農業の取組
（高知県・高知大学）

産学官
協創都市

自動運転バス
の運行

（茨城県境町）

地域交通の
リ・デザイン

医療機器装備の
移動診察車

（長野県伊那市）

遠隔医療

オンラインによる
遠隔合同授業

（鹿児島県三島村）

教育DX
＜重要施策分野の例＞

 SDGs未来都市 地域交通システムや
コミュニケーション
ロボットの活用
（宮城県石巻市）

こども政策

観光DX地方創生
テレワーク

空き蔵を活用した
サテライト

オフィスの整備
（福島県喜多方市）

観光アプリを活用
した混雑回避・
人流分散

（京都府京都市）

保健師等との
オンライン相談

（山梨県富士吉田市）

デジタルインフラの整備 、マイナンバーカードの普及促進・利活用拡大、データ連携基盤の
構築（デジタル社会実装基盤全国総合整備計画の策定等）、ICTの活用による持続可能性と利
便性の高い公共交通ネットワークの整備、エネルギーインフラのデジタル化 等

担い手減少に
対応した自動
草刈機の導入

地域防災力
の向上

GPS除雪管理
システムの導入
（山形県飯豊町）
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自治体ＤＸ・地域社会のデジタル化に関する
各種支援策

～財政支援・事例の横展開～
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地域社会のデジタル化に係る取組への代表的な財政支援

○ 「デジタル田園都市国家構想基本方針」等を踏まえ、「地域デジタル社会推進費」について事業期間を延長（令和5～7年
度）するとともに、マイナンバーカード利活用特別分として500億円増額（令和5～6年度）

○ 「まち・ひと・しごと創生事業費」を「地方創生推進費」に名称変更した上で、これと地域デジタル社会推進費を内訳として、「デ
ジタル田園都市国家構想事業費」（1兆2,500億円）を創設

１ 地域デジタル社会推進費等（地方交付税措置）

２ デジタル田園都市国家構想交付金＜デジタル実装タイプ＞

＜地域が抱える課題のデジタル実装を通じた解決の取組（想定される例）＞

○ デジタルを活用した意欲ある地域による自主的な取組を応援し、「デジタル田園都市国家構想」を推進するため、デジタルを活用
した地域の課題解決や魅力向上の実現に向けた地方公共団体の取組を交付金により支援

【予算額】 令和4年度補正一般会計：400億円 【KPI】 デジタルの実装に取り組む地方公共団体：1,000団体（2024年度末）

・ 高齢者などの住民を対象としたデジタル活
用支援

・ デジタル技術を活用した観光振興や働く
場の創出など魅力ある地域づくり

・ 地域におけるデジタル人材の育成・確保

・ 条件不利地域等におけるデジタル技術を
活用したサービスの高度化

・ 中小企業のデジタルトランスフォーメーション
支援

・ デジタル技術を活用した安心･安全の確保

＜各TYPE等のマイナンバーカードの交付率の評価の考え方＞＜全体像＞

※出典：内閣官房・内閣府総合サイト 地方創生
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/mirai/policy/policy1.html

53.9%
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地域デジタル基盤活用推進事業

デジタル技術を活用して地域課題の解決を図る地方公共団体や地域の企業・団体などの取組に対して、

①導入・運用計画の策定、②新しい通信技術などを活用した先進的なソリューションアイデアの実用化（社会実証）、

③地域の通信インフラの整備などを総合的に支援します。

令和４年度第２次補正予算額：２０．０億円

令和５年度当初予算（案）：１．４億円

ローカル５Ｇ：地域や産業の個別のニーズに応じて、地方公共団体・企業等様々な主体が、自らの土地内で柔軟に構築できる５Ｇシステム。
LPWA： 省電力・広カバレッジを特徴とする無線通信技術の総称。

①計画策定支援

デジタル技術を活用し て地域課題の
解決を図るた めの導入 ・運用計画策定、

推進体制の構築な ど を
専門人材が支援し ます 。

【支援先団体の費用負担はありません 】

何から着手
すれば良いか
わからない…

費用対効果を
高めたい…

地域のステーク
ホルダーと連携
して、持続可能
な推進体制を
構築したい

コンサルティング

ロー カ ル５ G をは じ め とす る
新 し い通信技術な ど を活用 して

地域課題の解決を図る

先進的な ソ リ ュ ー シ ョ ン ア イ デアの
実用化に向け た社会実証

を実施 し ます 。

【定額】
（ 対 象 と な る 実 証 経 費 の 全 額 ）

新しい ソ リ ュ ー シ ョ ン ア イ デ アの実用化
②実証事業

デジタル技術を活用し て
地域課題の解決を図る ために

必要な通信イン フ ラ や周辺機器など

の整備を支援し ます 。

【補助率 1 / 2 】

※ ロ ー カ ル ５ Ｇ 、 W i - F i 、 L P W A な ど の

無 線 通 信 イ ン フ ラ が 支 援 対 象 で す 。

地域の通信インフラの整備
③補助事業

関連webサイト https://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/ictriyou/digital_kiban/index.html
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「地域社会のデジタル化に係る参考事例集【第2.0版】」 概要
地域の個性を活かした地方活性化を図り、地方から国全体へのボトムアップの成長を実現する「デジタル田園都市国家構想」の

推進には、各自治体の創意工夫を活かしたデジタル実装の取組を促す必要

事業分野一覧（20分野）

1 地域活性化 11 観光

2 住民生活 12 交通

3 消防・防災 13 土木・インフラ

4 医療・福祉・健康 14 文化・スポーツ

5 子育て 15 教育

6 公衆衛生 16 デジタルデバイド対策

7 環境 17 地域における
デジタル人材の育成

8 労働 18 孤独・孤立対策

9 農林水産業 19 キャッシュレス

10 商業・工業 20 ローカル５Ｇ

イメージ（掲載事例抜粋）
２ 住民生活： 買い物弱者支援のためのドローンを活用した物流システムの構築【長野県伊那市】

○ 各自治体の事業担当部局が、地域社会のデジタル化に係る事業を検討・実施する際に参考となるような事例を掲載した
「地域社会のデジタル化に係る参考事例集」を公表し、各団体に周知（令和３年12月）

○ 更なるデジタル実装の取組を促すため、取組に至った経緯や課題認識、同様の取組を検討する他団体へのアドバイス等の追記
など事例の深掘りを行い、「地域社会のデジタル化に係る参考事例集【第2.0版】」 （20分野、200事例）としてバージョンアップ
（令和4年9月）
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○ DXに向けた機運醸成や全体方針策定、体制構築等を定めた「自治体DX推進手順書」と同時に事例集策定（令和3年７月）

○ 全国の自治体におけるDXの最新の取組状況を踏まえ、バージョンアップ（令和5年4月）
・ 65事例掲載 ・ ３章立てに再構成（①体制整備、②人材確保・育成、③内部DX）
・ 各自治体の取組の経緯や工夫している点等のインタビュー記事を新たに掲載

「自治体DX推進参考事例集」 概要
自治体におけるDXに向けた取組を着実に促進するためには、国が先進的な取組をとりまとめ、全国の自治体へ横展開する必要

イメージ（掲載事例抜粋）構成と目次
１．体制整備

(1) 県が中心となって管内市町村とともにDXを推進する体制の整備
(2) 若手や現場の職員の声をDX推進に取り入れる体制の整備
(3) 外部デジタル人材の知見を積極的に取り入れながらDXを推進する

体制の整備
(4) 住民目線でのデザイン思考や職員の働き方改革に着目した全庁

的な体制の整備

２．人材確保・育成

(1) 県・市町村の連携による広域的な人材確保や民間事業者との
連携による人材確保

(2) DXの取組の中核を担う人材の育成
(3) 体系的に整理された計画・方針に基づく人材育成
(4) 自治体ごとの創意工夫による人材育成

３．内部DX
【フロントヤード（住民との接点）】
(1) オンライン行政サービス
(2) 窓口改革
(3) メタバースの活用
【バックヤード（内部事務）】
(4) 検査・点検・確認業務
(5) 議会関連業務
(6) 内部業務
(7) Web会議・ビジネスチャット

自治体の取組のポイントや概要を
コンパクトに掲載

参照した団体が取組やすいよう、
取組にいたった経緯や取組の工夫
についてのインタビューや、各自治体
の担当部署や関連URLも掲載

42



地域住民が自ら情報発信していくため、世代間交流を含めたスマホ教室を定期的に開催している。楽しみながら学べる環境を整備したことで、地域の活動に参
画するきっかけにつながっている。

くにさき地域応援協議会　寄
よ

ろう会
え

地域づくり支え合い活動共通WEBサイト“国東つなが
る暮らし”（海・山・川・歴史・そして繋がる人々の暮らし）

共通WEBサイト“国東つながる暮らし”トップページ

総務大臣賞

大分県国
くに

東
さき

市
し

大分県 国東市（くにさきし）
団体名▶くにさき地域応援協議会寄ろう会
所在地▶〒873-0503 大分県国東市国東町鶴川149番地
連絡先▶TEL：0978-72-5189　（国東市高齢者支援課）

FAX：0978-72-5171
E-mail：koureisien@city.kunisaki.lg.jp
URL：https://yoroue.com/

【交通のご案内】
自動車▶大分空港道路（終点：安岐交点）から約20分
鉄　道▶JR杵築駅から車で約40分。または杵築駅バスターミナルよ

り大分交通「国東」行きに乗車し約１時間。
飛行機▶大分空港から約15分

寄ろう会では、各団体の代表が集まり、情報共有・
課題等を協議している。

支え合い活動（居場所づくりから誕生した生活支援）

共通WEBサイト“国東つながる暮らし”ポスター

●国勢調査人口 （単位：人）

市町村名 昭和35年 昭和 55年 平成 12年 平成 22年 平成 27年 令和 2年
国東市 58,786 40,504 35,425 32,002 28,647 26,232

●人口増減率 （単位：％）

市町村名 R2/S35 R2/S55 R2/H12 R2/H22 R2/H27
国東市 -55.4 -35.2 -26.0 -18.0 -8.4

●高齢者・若年者比率（R2年） （単位：％）

市町村名 高齢者比率 若年者比率
国東市 43.1% 9.5%

大分県国東市大分県国東市

D
A
T
A

　国東市では住民同士の支え合い活動（居場所づくりや生活
支援）を基幹事業に、生活圏域毎で地域づくり支え合い活動
を住民主体で進めており、平成 30年 3月より市内全域の
情報共有を目的に本団体が設立された。
　地域住民が主体となり、スマホ教室など情報発信を楽しみ
ながら学べる環境づくりを創出し、スマホ教室がきっかけと
なり、これまで地域づくりに消極的な地域も積極的に参画す
るよう変化してきている。また、『誰ひとり取り残さない、
人に優しいデジタル化』の実現に向けて、SNSインスタグ
ラムを活用した地域づくり支え合い活動共通WEBサイト
“国東つながる暮らし”を制作・公開している。
　地域づくり支え合い活動の可視化によって、現在は、いつ
までも誰もが安心して生活がおくれるよう、高齢・過疎化が
進む中でスマホ取扱いデジタル対策に向けて買物支援や移動
支援、通院支援、防災などで SNS等を含めた情報の一括管
理が行えるシステムづくりについても検討をしており、多方
面での効果が期待される取組を行っている。

　大分県国東市の「くにさき地域応援協議会寄ろう会
え

」は平成 28年か
ら平成 29年の準備期間を経て、平成30年に本格的にスタートした団
体である。「よろうえ」は国東市の方言で「あつまろう」の意味。その
主な目的は、国東市で地域づくりを実践している 12の団体が集まり、
国東市全域で地域づくりを応援していこうというものだ。また、「くに
さき地域応援協議会寄ろう会

え

」の進行とともに、令和 2年にはこれま
で地域おこし協力隊であった人や、積極的に地域づくりを支援していた
人たちによる「地域支援サポーター」が制度として登場し、若い世代が
混じり、各地域の活動の展開と横のつながりを広げていく効果がもたら
されるようになった。
　地域づくり支え合い活動共通WEBサイト「国東つながる暮らし」は、
このような立体的な関係性のなかからニーズが見つけられ、2021年 4
月に誕生したローカルメディアである。大きな狙いとしては「情報共有
と情報発信」「モチベーションの維持」「自主財源の確保」「移住促進」
等が挙げられるが、現地を訪れて、特に要点である「高齢者にインター
ネット、スマートフォンに親しんでもらう」が非常に効果を表している
と感じた。
　竹田津地区公民館で行われていた「スマホ教室」では、男女20名程
の地域の高齢者の方がスマートフォンを片手に熱心に操作を学び、ま
た、互いに教え合っている姿が印象的だった。「孫とラインができるの
が楽しみ」「娘に教えてもらうのがよいコミュニケーション」「画像や映
像で畑や田んぼの現在の様子を共有できて便利」などといった意見と成
果が聞け、高齢者の地域の日常に SNSやデジタルが自然に溶け込んで
いた。特にインスタグラムの利用率と投稿率の頻度にはすばらしいもの
がある。日々、それぞれの地域のいまを、穏やかに伝えてくれ、すべて
地元の高齢者の方を中心とした、土地を愛するメッセージにあふれてい
る。これ以上の良質で本質的な発信はなかなかない。国が進めているデ
ジタル田園都市国家構想のひとつの自主的なお手本と言ってもいいだろ
う。「誰もが地域で幸せに暮らせる」という、先のウェルビーイングま
で見据えられているローカルデザインだと思う。
　「国東つながる暮らし」は各種イベントによる関係人口の拡大や EC
サイトでの地域経済の向上の仕組みも実装され、今後のウィズコロナの
状況もよく勘案されている。国東のそれぞれの地域の自主性と自律性が
メディアから立ち起こり、より協創的なコミュニティへと発展していく
この伸びやかさに、今後も期待している。

取組の詳細は、下記をご参照ください。

WEBサイト： 紹介映像：

◆評価のポイント

◆事例の概要

11
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NFT技術を活用し、デジタルアートを電子住民票として発行【新潟県長岡市旧山古志村地区】

 「山古志電子住民票」（Nishikigoi NFT）を発行し、地域外からの登録/参画を募り、デジタル関係人口を巻き込んだ地
域づくりを展開

 活動費用をNFTの販売収益という自主財源でカバー

事業の概要

〇 「現実の山古志地域」と「デジタル空間上の山古志村」とで、新しい共同体「仮想山古志村」を形成。居住の
有無に関わらず、山古志の文化や歴史をはじめとした価値観を共有する人々を地域を創る「住民」として位置付
け、今後の地域づくりを目指す。

〇 NFT保有者（デジタル村民）は、デジタル空間上での交流やリアル帰省に加え、「デジタル村民総選挙」での
投票を通じて、山古志地区の活性化に自律的に関与。 （山古志DAO）

出典元：長岡市ホームページ－市政－まちづくり https://www.city.nagaoka.niigata.jp/shisei/cate08/file/inobetiku-06.pdf
Nishikigoi NFT https://nishikigoi.on.fleek.co/

山古志住民会議

山古志DAOのイメージ

（関係人口）

長岡市

NFT（電子住民票）発行

「デジタル村民総選挙」等を通じた参画

交付金

※DAO（分散型自立組織）
組織に参加するメンバーが主体的に管理・運営を行う組織のこと。
管理者やリーダーなどの役割を有するものが存在せず、参加メンバーの投票によっ
て組織の意思決定がなされる点に特徴がある。

図１:山古志デジタル村民総選挙

図２:Nishikigoi NFT デジタルアート

※NFT（非代替性トークン）
ブロックチェーン上で発行される、代替が不可能
なトークンのこと。言い換えるならば「他に替えの
効かない世界で一つだけのデジタル資産」。
NFTの登場により、デジタルアートに対して資産
価値を付与することが可能となった。
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【鳥取県】

 メタバース空間内での情報発信を通じて「メタバース関係人口」を創出することを主な目的
として「メタバース課」を設立し、「AIアバター職員」も採用

事業の概要

〇 Web3.0という新たな世界が広がる中で、NFTを活用した県を応援するプロジェクトの企画や、県の魅力の
発信など、リアルな鳥取県の観光や物産の振興に加えて、これまでにない新たな関わり方を創出し、県の知名度
を世界中に発信することで、人口減少や高齢化など様々な問題解決につなげていく。

〇 さらに、AIアバター職員を採用し、24時間365日、メタバース空間を通じて世界中から県に興味を持つ人と、
コミュニケーションを図る。

AIアバター職員「YAKAMIHIME」

出典元：鳥取県東京本部－メタバース課
https://www.pref.tottori.lg.jp/309184.htm
（操作方法より）

メディア向け発表会を開催

令和５年２月２日「鳥取県メタバース課 職員採用
メディア発表会」を実施
「YAKAMIHIME」とのコミュニケーションや、メタバース
空間内で鉄腕アトムと鳥取県がコラボしたアートギャラ
リーを体験できることを知事から説明

（八上姫）
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デジタル活用支援推進事業

○ 高齢者等のデジタル活用の不安解消に向けて、スマートフォンを経由したオンライン行政手続等に対する助言・相談等
を行う「講習会」を、令和３年度から全国の携帯ショップ等で実施。

（講習会の例：マイナンバーカードの申請方法/マイナポータル、e-Tax、オンライン診療の使い方/スマートフォンの基本操作/
インターネットの利用方法など）

○ 令和３～７年度の５年間での実施を想定し、５年度以降は携帯ショップがない市町村(755市町村(※))などでの講習会を拡
充。 (※)令和４年12月８日集計

＜実施イメージ＞

令和５年度は携帯ショップがない市町村などでの講習会を拡充令和５年度は実施箇所数を拡充

携帯キャリア等（都市部等）

講習会等を行う拠点を全国に有して
おり、当該拠点で支援を実施する主
体（携帯ショップを想定）

令和３年度～
講習会(全国展開型)

地域に根差した支援（地方）

地方公共団体と連携して、公民館等の
公共的な場所で支援を実施する主体
（地元ICT企業、社会福祉協議会等）

令和３年度～
講習会(地域連携型)

令和4年度～
デジタル活用支援推進事業講師の派遣

デジタル活用支援推進事業の講師を、
携帯ショップがない市町村などに派遣して
支援を実施
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地域におけるデジタル活用支援の推進について （令和３年１月29日通知※）

【通知（抄）】

１ 地域におけるデジタル活用支援の取組例

地域におけるデジタル活用支援の実施に当たっては、地域の実情を把握し、普段から地域に溶け込んで活動を行っている幅広い
関係者の協力も得ながら、取組を進めていくことが有効と考えられます。

そこで、地域運営組織などの地域活動を行っている団体（以下、「地域運営組織等」という。）や、地域おこし協力隊及び集落
支援員（以下、「地域おこし協力隊等」という。）並びにそれらのOB・OGなどと連携し、例えば以下のような地域におけるきめ細か
なデジタル活用支援に取り組んでいただくことが考えられます。

・ 公民館等や地域運営組織等の拠点において、地域おこし協力隊等やそのOB・OGなどを講師として、又は講師の派遣を受け、
デジタル機器及び基本アプリの使用法やぴったりサービスを利用した行政手続のオンライン申請方法等に関し、出張講座の開催や
相談対応の実施などのアウトリーチ型支援を行うこと。

・ 決められた日時・場所に行けば、地域の担い手等のスタッフによるサポートを受けられるような場づくりを行うこと
（例えば「デジタルふれあいカフェ」等の名称で実施）

・ 地域住民のデジタル活用支援を担う地域おこし協力隊等の登用により支援体制を充実させること

このほかにも、地域の民間事業者やNPO法人等への委託、住民に身近な各種団体との連携、地域活性化起業人（企業人材
派遣制度）の活用などにより、デジタル活用支援を実施することも考えられます。

令和２年度第３次補正予算による「デジタル活用支援推進事業」の実施や、令和３年度地方財政計画に「地域デジタル社会
推進費」が新たに計上されたことを踏まえ、各地方公共団体に対して、デジタルの活用による住民の利便性向上の重要性、推進
費創設の趣旨及び地域の実情を十分に踏まえつつ、地域におけるきめ細かなデジタル活用支援の推進に積極的に取り組むことを
取組例を示しつつ依頼

※自治行政局地域情報政策室長、地域自立応援課長、地域振興室長、過疎対策室長、情報流通行政局情報流通振興課長の連名
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令和４年度「利用者向けデジタル活用支援推進事業」～の積極的な活用等について（令和４年10月７日事務連絡）

２ 本事業の積極的な活用等について

（１）本事業の積極的な活用

高齢者等が、身近な場所で身近な人からデジタル機器・サービスの利用方法を学ぶことができる環境づくりを推進する「デジタル活用
支援」事業については、本年６月に閣議決定された「デジタル社会の実現に向けた重点計画」や「デジタル田園都市国家構想基本
方針」において、重点的に取り組むこととされており、これを踏まえ、「自治体DX推進計画」においても、「自治体DXの取組とあわせて
取り組むデジタル社会の実現に向けた取組」として、「デジタルデバイド対策」を掲げ、「地域住民に対するきめ細かなデジタル活用
支援を実施する」こととしています。

各地方自治体におかれては、「自治体DX推進計画」を踏まえ、各地域の実情に応じて創意工夫を活かしたデジタル活用支援の取
組を行っていただいているところですが、国の費用負担により、高度なスキルを有する講師の派遣を受けることができる本事業をご活
用いただくことで、より効果的かつ効率的な取組が可能となりますので、ぜひ積極的にご活用いただきますようお願いいたします。

（２）「マイナポイントの申込方法」講座の積極的な実施

マイナンバーカードについては、令和４年度末までにほぼ全国民に行き渡ることを目指すとの方針の下、政府全体で、その普及促進
に取り組んでいるところ、総務省においても、関係省庁や地方自治体とも緊密に連携しながら、全力で取組を進めており、本事業にお
いても、マイナンバーカードの更なる申請促進に資するよう、本年８月に、講師派遣によって開催する講習会における「マイナンバー
カードの申請方法」講座の指定を必須としたところです。（中略）

本事業の「マイナポイントの申込方法」講座は、マイナポイントの申込の更なる促進、ひいては、マイナンバーカードの更なる申請促進
に向けた効果的な取組となることが期待されます。

各地方自治体におかれては、本事業の活用にあたっては、「マイナンバーカードの申請方法」講座とあわせて、「マイナポイントの
申込方法」講座についても、ぜひ講習会における積極的な指定をお願いいたします。

なお、本事業による講師派遣を受けて「マイナポイントの申込方法」講座を開催することによるマイナポイント申込支援に要する経費に
ついては、総務省の「マイナポイント事業費補助金」の対象となります。

※総務省情報流通行政局情報流通振興課、自治行政局マイナンバー制度支援室、マイナポイント施策推進室、地域情報化企画室の連名
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マイナンバーカード
（マイナポイント第2弾による普及や

自治体マイナポイント等の利活用の推進）
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「マイナンバーカードの普及を促進するとともに、消費喚起や生活の質の向上につなげるために、マイナンバーカードを活用して、幅広いサービスや商品の購入などに
利用できるマイナポイント（１人当たり最大２万円相当）を付与する。」 （「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和3年11月19日閣議決定））

※総務省、デジタル庁、厚労省の連携事業

制度概要

②健康保険証利用
・過去の薬剤情報や特定健診結果を医師等に共有
することで、より良い医療を受けられるようになる

・高額療養費制度の限度額を超える支払が不要
・マイナポータルを通じた医療費通知情報の自動入力で、

確定申告の医療費控除が簡単に

③公金受取口座
・預貯金口座を予め登録しておくことで緊急時の給付

金
や児童手当などの公的給付等の迅速かつ確実な
支給が受けられるようになる

※公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座の登録等に
関する法律（令和３年５月公布）

※令和４年３月28日よりマイナポータルからの公金受取口座の登録開始

①マイナンバーカード
・住民誰もが無料で取得できる公的な顔写真付き
本人確認書類であると同時に、オンラインでも安全・
確実に本人確認を行える極めて高い認証強度を
持ったデジタル社会の基盤となるツール

最大20,000円分を
お好きなキャッシュレス決済サービスのポイントとして付与

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

7,500円相当7,500円相当最大5,000円相当

マイナポイントにより、マイナンバーカードの普及やキャッシュレス決済の利用拡大を図りつつ消費を喚起し、
さらに健康保険証利用や公金受取口座の登録も促進することでデジタル社会の実現を図る

取得 申込 登録

マイナポイント第２弾 R３補正予算：1兆8,134.1億円

マイナポイント第２弾
対象者 ポイント付与数 付与方式 予算上の積算人数 ポイントの申込期間

ポイントの対象となる
カード申請期限

①カード新規取得者等
※マイナンバーカードの既取得者のうち、

マイナポイント第１弾の未申込者を含む。
最大5,000円相当

プレミアム方式、
ポイント付与25%
※20,000円のチャージ又はお買い物に
対し、最大5,000円相当のポイント付与

6,950万人分 令和４年１月
～令和５年９月末

令和５年２月末②健康保険証利用申込
※既登録者及び利用申込みを行った者を含む。 各7,500円相当 直接付与方式 各9,500万人分 令和４年６月30日

～令和５年９月末
③公金受取口座登録

※既登録者を含む。

●イメージ：

●対象者とポイント付与数・申込期間・対象となるカード申請期限等：

総務省 厚労省 デジタル庁
【総括】総務省

（参考）マイナポイント第１弾
カード取得者 最大5,000円相当 プレミアム方式、

ポイント付与25%
申込者数
約2,534万人

令和２年7月
～令和３年12月末 令和３年４月末
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第１弾 第２弾
累計～R2

6月末

R2
R3

７～12月
小計

R4
1月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 7月 ８月 ９月 10月 11月 12月

R5
1月 ２月 3月 4月 ５月 6月

(～1日)

小計
(本格開始
後小計)

30日
(内数)

マイナンバーカードの
有効申請受付数 2,529 2,937 5,466 84 80 115 72 63 70 4 147 309 587 273 354 657 264 759 316 48 42 1 4,240

(3,760) 9,706

マイナンバーカードの
有効申請受付率 19.8％ 43.2％ 43.2％ 43.8％ 44.5％ 45.4％ 45.9％ 46.4％ 47.0％ 47.0％ 48.1％ 50.9％ 55.5％ 57.7％ 60.5％ 65.7％ 67.8％ 73.9％ 76.3％ 76.7％ 77.1％ 77.1％ 77.1％ 77.1％

マイナンバーカードの
交付実施済数 2,221 2,966 5,187 97 88 111 93 81 74 3 84 151 200 273 346 406 376 433 440 347 333 9 3,941

(3,400) 9,128

マイナンバーカードの
交付実施済率 17.4％ 41.0％ 41.0％ 41.7％ 42.4％ 43.3％ 44.0％ 44.7％ 45.3％ 45.3％ 45.9％ 47.4％ 49.0％ 51.1％ 53.9％ 57.1％ 60.1％ 63.5％ 67.0％ 69.8％ 72.4％ 72.4％ 72.4％ 72.4％
マイナポイントの申込数
施策①
マイナンバーカードの
新規取得等

― 2,534 2,534 73 56 62 47 45 46 9 213 243 324 317 375 490 415 580 402 326 292 6 4,311
(3,992) 6,845

マイナポイントの申込数
施策②
健康保険証としての
利用申込み

― ― ― ― ― ― ― ― 93 93 808 529 599 480 497 638 504 732 456 362 313 6 6,017 6,017

マイナポイントの申込数
施策③
公金受取口座の登録

― ― ― ― ― ― ― ― 87 87 755 499 568 443 466 600 475 692 430 333 286 5 5,640 5,640

(申込純計；いずれか1つ以上の施策に申込がなされた件数) 99 894 596 677 543 562 720 570 836 516 406 355 7 6,781 6,781

マイナンバーカード・マイナポイントに関する現在の申請状況等

44 
138 168 338

684 
384 60 45 36 41 52 60 

154 86 84 80 115 72 63 70 
147

309 
587 273 

354 657

264 

759 

316 48 42 1

2,529 
3,357 3,526 3,863

4,547 4,931 4,991 5,036 5,072 5,113 5,165 5,226 5,380 5,466 5,550 5,630 5,745 5,817 5,880 5,951 6,097 6,406 6,993
7,265 

7,620 8,277 8,541 
9,300 9,614 9,662 9,705 9,706

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

0

200

400

600

800

1,000
マイナンバーカードの有効申請受付数の推移

月間有効申請受付数（第１弾）
月間有効申請受付数（第２弾）
有効申請受付数（累計）

（万件）（万件）

（単位：万件）

※令和4年1月1日から、第２弾の内、マイナンバーカードの新規取得者等に対する、最大5,000円相当のポイントの申込・付与を開始
※令和4年6月30日から、第２弾の内、マイナンバーカードの健康保険証としての利用申込みに対する7,500円相当のポイント、公金受取口座の登録に対する7,500円相当のポイントの申込・付与を開始

第2弾本格開始後
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自治体マイナポイント事業の概要

○ 令和４年度は10月31日から事業を開始し、22団体において事業を実施。
○ 令和５年度までに累計100団体程度の参画を目指す。
（※）ポイント原資等については、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（令和５年３月28日の閣議決定でされた予備費等により

増額措置された「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」を含む。）を活用可能。

○ 給付事業との組み合わせによる自治体施策の効果的な推進や地域経済の活性化など、自治体マイナポイントの効果的な活
用を推進。

○ 具体的には、参画自治体へのシステム改修費等の補助などにより、より多くの自治体・決済事業者が連携して事業を実施で
き環境を整備。

R4第2次補正予算
計上額：9.9億円

■ 予算額：9.9億円の内数
■ 補助対象経費：自治体のシステム改修に要する経費、申込支援・広報等に要する経費、決済事業者のシステム改修に要する経費 等
■ 補助率：１／２

自治体向け補助金の概要

概要

マイナポイントの基盤（国が整備）

キャッシュレス
決済サービス自治体 住民等

自治体
マイナポイント
申込システム

決済サービスのポイントとして
●●ポイント付与 ・子育て支援 ・地域経済の活性化

・交通支援 ・地域健康活動の推進 等

【施策目的】

施策目的に応じて、対象者の限定（年齢・所得・子育て世帯・
地域活動参加者等）等、柔軟な制度設計が可能

事務局（自治体マイナポイント事業をサポート）

・自治体ー決済事業者のマッチングの支援
・契約・精算事務の支援 大手決済サービス事業者、地域通貨系決済サービス事業者などの中から、

自治体が施策目的に最も適した決済サービス事業者を選択可能

経緯・取組の方向性
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自治体マイナポイント事業施策例：兵庫県姫路市（多子世帯への出産祝いポイント）
事業概要

○ 令和４年４月２日以降に出生した新生児の保護者に対し、その新生児も含めた子供の人数に応じ、出産祝いと
して25,000円～45,000円相当のポイントを付与することにより、経済的な負担軽減を図るとともに、子どもの健やか
な成長を応援するもの。

事業イメージ
■ 付与対象者 ：令和４年４月２日以降に出生した新生児を持つ保護者
■ ポイント付与額：新生児を含めた子供の人数により変動（３人：25,000円相当、４人：35,000円相当、５人以降：45,000円相当）

利用者
自治体

マイナポイント
申込システム

① 「姫路市 多子世帯への出産祝
いポイント（第３子～第５子以
降）」を選択の上、マイナンバーカー
ドを読み取り、ポイント申込

③ 複数の決済サービスから任意の
サービスを１つ選択

④ 子供の数に応じ、ポイント付与
３人：25,000円相当
４人：35,000円相当
５人以降：45,000円相当

⑤ 商店等で買い物

期待される効果・特徴
○ マイキープラットフォームとあらかじめ市において作成した台帳とを活用することにより、子育て世帯への確実な給付が
可能となり、施策目的の効果的な実現が可能。

② 給付対象者のリスト
（台帳）を作成。その台
帳を用いて申込者が対
象者かどうかを審査

CoGCa ）

電子マネーゆめか
（ゆめかチャージ）

au PAY
（au PAY残高）

d払い
（dポイント）

53



自治体マイナポイント事業施策例：大分県（DX推進）
事業概要

○ 県の行政手続（妊産婦、要介護者等向けの駐車場利用予約等）をオンラインで行った上で、改善意見を提出し
た者に対し、1,000円相当のポイントを付与することにより、県民目線に立ち、DXの推進を図るもの。

事業イメージ
■ 付与対象者 ：令和４年12月１日から令和５年１月31日までに県の行政手続をオンラインで実施し、改善意

見を提出した者
■ ポイント付与額：１人当たり1,000円相当

利用者
自治体

マイナポイント
申込システム

① 県の行政手続を申請後、
改善意見を提出

④ 複数の決済サービスから任
意のサービスを１つ選択

⑤ 1,000円相当のポイント付与 ⑥ 商店等で買い物

期待される効果・特徴
○ マイナンバーカードの取得が自治体マイナポイント付与の前提となっていることと県民から提出された改善意見に基づ

いて行政手続のオンライン申請におけるUI/UXを向上することの相乗効果により、DXの推進を効果的に実施可能。

③ 電子申請の情報等を基に、給付対象者
リスト（台帳）を作成。その台帳を用いて
申込者が対象者かどうかを審査

電子申請システム

② 「大分県電子申請利
用促進事業」を選択の上、
マイナンバーカードを読み取
り、ポイント申込

au PAY
（au PAY残高）

d払い
（dポイント）

楽天Edy
（Edy）

nimoca
（nimocaポイント）
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自治体におけるマイナンバーカードの利活用事例①

◯証明書自動交付機の設置（複数団体）

証明書自動交付機
利用の様子

▶ マイナンバーカードを利用し、地方公共団体が発行
する各種証明書が取得可能な証明書自動交付機
（キオスク端末）を庁舎内や郵便局に設置。

▶ 窓口の混雑緩和や来庁者
の滞在時間短縮により、
住民の利便性が向上。

◯申請書作成支援（書かない窓口）
（複数団体）

▶ 窓口での手続において、マイナンバーカードを利用し、
氏名・住所・生年月日などの一部項目を申請書等
に印字することで、申請書の作成を支援。

▶ 申請者は、署名など最小限の
記入のみとなり、申請手続に
おける負担が軽減。

窓口のイメージ

◯スマートフォンによるオンライン申請
（複数団体）

▶ 証明書の交付申請などの手続を、スマートフォン
上で、マイナンバーカードを使用して本人確認を
行い、手数料をクレジットカードで支払うことで、
オンライン上で申請を完結。

▶ 申請受付後、証明書は
自宅に郵送。

手順イメージ

◯おくやみ窓口（複数団体）
▶ 死亡手続において、必要な申請書の

選定及びマイナンバーカードを利用し、
複数の申請書を一括作成。

▶ 所要手続の把握や申請書等
記載の住民負担軽減による
住民サービス向上が図られる
とともに、手続時間の短縮に
より行政事務効率化。 窓口のイメージ
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自治体におけるマイナンバーカードの利活用事例②

▶ 母子健康手帳の情報をスマートフォンやPCで閲覧で
きるアプリサービス。マイナンバーカードを使用して利
用者登録をすることで乳幼児健診データ、予防接種
データを連携。

▶ 予防接種や定期検診の
スケジュール、自治体から
の情報をプッシュ通知で
お知らせすることが可能。

◯電子母子手帳サービス（複数団体）

サービスの利用イメージ

◯医療健康アプリ（宿毛市）
▶ オンライン診療事業に医療健康アプリを導入し、住
民側から情報を取得できるようにすることで、災害時
においても処方情報や検査データが確認できる環
境を構築。また、アプリでバイタルや食事・運動記録
等を登録することで、医療機関側の診療にも活用。

▶ 地域医療情報ネットワーク(はたまるねっと)の利用
には会員カードを利用していたが、マイナンバーカード
の空き領域を活用し、マイナンバーカードに統合。

（今後、各病院の診察券も統合予定）

◯シェアサイクルの使用料割引（前橋市）
▶ 一定の区域に自転車の貸出・返却が可能な拠点を

多数設置し、どの拠点でも貸出・返却ができるシェア
サイクルにおいて、専用アプリからマイナンバーカード
を使って市民登録された方の使用料割引を実施。

シェアサイクルの利用イメージ

◯地域公共交通における利用（前橋市）

交通系ICカードとマイナンバーカードを紐付けた利用イメージ

事業①
▶ マイナンバーカードをタッチして割引運賃を適用する

仕組みを、移動困難者へのタクシー支援で活用 。

事業②
▶ 交通系ICカードとマイナンバーカードを紐付けると、
デマンド交通が割安な運賃で利用可能。
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自治体におけるマイナンバーカードの利活用事例③

◯避難所受付における利用（複数団体）
▶ 災害時に、避難所の受付にマイナンバーカードを
利用するシステムを構築。

▶ 手書きで名簿を作成する
必要がなくなり、効率的かつ
的確な安否確認を実現。 防災訓練の様子

3歳児健診 こども科学館▶ マイナンバーカード読取機に職員がカードをかざす事
で出退勤時の時間等を電子的に記録。日々の出
退勤時の報告が不要となり、職員の負担も軽減。

◯職員の出退勤管理（複数団体）

▶ 認証プリンタの認証用カードとして利用。
◯プリンターログイン時の認証（複数団体）

▶ 事前申込により、マイナンバーカードを図書館カードと
して利用。一部の自治体では、登録者の貸出件数
を増冊するサービスを実施。

◯図書館カードとして利用（複数団体）

◯市民病院診察券として利用（小牧市）

◯印鑑登録証として利用（複数団体）
▶ 事前申込により、印鑑登録証として利用。

▶ 事前申込により、市民病院の診察券として利用。

◯環境保全活動と連携した自治体
マイナポイント（木津川市）

▶ 市が実施するごみ減量施策
（地域のごみ収集等）に参加した
住民に自治体マイナポイントを付与。 広報誌で周知

◯複数事業を対象とした自治体マイナポイント
（姫路市）

▶ 国のマイキープラットフォームを活用して実施するポイ
ント事業として「ひめじポイント」（自治体マイナポイ
ント）事業を実施。

▶ 多子世帯への出産祝いポイント、
婚活サポートポイント、介護支援
ボランティアポイント、など様々な
分野の事業が対象。

広報誌で周知
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マイナンバーカードの広域利用促進事業 R４補正予算：３．９億円

• 住民の利便性を重視すると、生活圏等ある程度広がりを持った圏域でマイナンバーカードの利活用シーン
を拡大するための取組を行っていくことが重要。広域での取組はコストの削減、多様な取組の実現にも繋
がるものと考えられる。

• 連携中枢都市圏や定住自立圏では、施設の相互利用や公共交通の利便性向上に向けた取組等が進めら
れているところだが、その際、マイナンバーカードという共通のインフラを活用することで本人確認等も含め
て１枚のカードで全てを完結させることができるなど、住民の利便性の向上により資する取組とすることが
できる。

⇒既に地域的な一体感が醸成されている連携中枢都市圏や定住自立圏において、マイナンバーカードの広
域利用を通じ、圏域内市町村が住民サービス等の向上や地域経済の活性化を図るために実施するモデル
的な取組みを促進。

【圏域内におけるカードの広域利用イメージ】

• 連携中枢都市圏や定住自立圏において、マイナンバー
カードの空き領域を広域で利用し、利活用シーンの拡大を
図るための取組を支援。

• 対象圏域: 連携中枢都市圏及び定住自立圏
• 採択予定団体数：10圏域程度
• 上限予定額：1圏域につき、4,000万円程度

• 図書館の広域利用、高齢者等の公共交通機関割引、市営施
設の共通利用パス 等

施策の概要

想定される利用シ－ン

支援内容
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自治体ＤＸ・地域社会のデジタル化に関する
各種支援策

～デジタル人材の確保・育成・派遣～
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市区町村においてDXを推進するための外部デジタル人材の活用は進んでいない

○ DXを推進するための外部デジタル人材の活用
都道府県では36団体（76.6％）、市区町村では345団体（19.8％）が外部デジタル人材を活用している。

36
(76.6%)

11
(23.4%)

活用している…36

活用していない…11

都道府県
47

345
(19.8%)

1,396
(80.2%)

活用している…345

活用していない…1,396

市区町村
1,741

○ 外部デジタル人材の活用人数

※令和４年４月１日時点総務省調

都道府県 市区町村 合計
144人 602人 746人
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地方公共団体におけるデジタル人材の確保・育成の推進（地財措置の創設）
○ 情報システムの標準化・共通化の対応を含め、自治体DX推進計画の計画期間が令和７年度までとされているなど、地方

公共団体におけるデジタル化は喫緊の課題。

○ デジタル化の取組を進める上では、地方公共団体のデジタル人材確保が必要だが、市町村を中心にデジタル人材確保が
進んでいない団体も多く、今後、外部からのデジタル人材の確保、庁内の中核を担う職員（DX推進リーダー）の育成が必要。

○ こうした中、都道府県がデジタル人材を確保し市町村のデジタル化を支援する取組や各地方公共団体で中核を担う職員を
指定し集中的に育成する取組を促進するため、以下の措置を講ずる。

①② 地方公共団体におけるデジタル人材の確保（①）・
育成（②）に関する地方財政措置の創設

④ その他の地方公共団体向け支援策

【対象経費】

① 都道府県等による市町村支援のためのデジタル人材の確保に要する
任期付職員・非常勤職員等の人件費、民間事業者への委託費等
※ これらの経費の一部につき市町村の負担金が生じる場合には当該負担金を含む。

② 地方公共団体におけるデジタル化の取組の中核を担う職員（DX推進
リーダー）の育成に係る経費（研修に要する経費、民間講座の受講料等）

【事業期間】 令和７年度まで（自治体DX推進計画の計画期間と同様）

【地方財政措置】 特別交付税措置（措置率０．７）

※ 併せて、市町村が外部のデジタル人材をCIO補佐官等として任用する際の経費に係る
特別交付税措置を拡充（措置率0.5→0.7）

「自治体DX推進手順書 参考事例集」をバージョンアップし、「人材確保・育成 参考事例集」等を新たに作成することで、先進
団体における人材確保・育成に係る参考事例を横展開。

③ 地方公共団体におけるＤＸ実現のための専門アドバイザーの派遣等

総務省・地方公共団体金融機構の共同事業である「経営・財務マネジメント強化事業」において、新たに、地方公共団体にお
けるＤＸの取組を支援するための専門アドバイザーを派遣するとともに、J-LIS（地方公共団体情報システム機構）・自治
大学校・市町村アカデミー・国際文化アカデミーにおける地方公共団体職員向けの研修を充実。
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都道府県過疎地域等政策支援員について

対象団体

対象経費

要件

財政措置

都道府県

①過疎地域その他の条件不利地域
（過疎、山村、離島、半島、奄美、小笠原、沖縄）
を有する複数の市町村への支援が対象

②市町村の施策の企画立案、指導・助言、
関係者調整等の支援の業務に従事すること

③都道府県の過疎計画に記載があること 等

都道府県過疎地域等政策支援員の活動に要する
経費（報償費、旅費、委託費等）

・対象経費の上限額 年間560万円／人 ・措置率0.5
・財政力補正あり

○ 過疎地域の持続的発展に資する多様な人材を確保・育成するため、都道府県が専門人材を
雇用又は委託し、過疎地域等を支援する経費について特別交付税措置を講じる。

◎産業振興（農林水産業）
・・・販路拡大、ブランド化、６次産業化、経営指導、
スマート農林水産業、担い手確保 等

◎産業振興（商工業、その他）
・・・サテライトオフィス等の企業誘致、商品開発、

創業支援、特定地域づくり事業協同組合支援 等
◎産業振興（観光）
・・・観光戦略、DMO支援、観光・宿泊施設の経営改革、

インバウンド対策 等
◎地域における情報化
・・・情報通信技術の利活用 等

◎地域公共交通の確保
・・・地域公共交通網の維持・再編、新技術活用 等

◎生活環境の整備
・・・水道事業経営 等

◎高齢者等の保健・福祉
・・・地域包括ケアシステム、子育て支援 等

◎医療の確保
・・・医療政策支援 等

◎教育の振興
・・・ICT教育、農山漁村留学、外国語教育、キャリア教育 等

◎集落の整備
・・・集落対策、空家対策 等

◎地域文化の振興
・・・文化財保護 等

◎再生可能エネルギーの利用推進
・・・再生可能エネルギーの導入支援 等

【専門人材の活用イメージ】

過疎
市町村

A

都道府県

専門人材雇用

委託

過疎
市町村

B
・・・

複数市町村
への支援

業
務
の
例
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地域活性化起業人（企業人材派遣制度）

対象者 三大都市圏に所在する企業等の社員（在籍派遣）
※三大都市圏に本社機能を有する企業等については派遣時に 三大都市圏に勤務することを要しない

受入団体

期 間 ６ヵ月 ～ ３年

○ 地方公共団体が、三大都市圏に所在する企業等の社員を一定期間受け入れ、そのノウハウや知見を活かしながら

地域独自の魅力や価値の向上等につながる業務に従事してもらい、地域活性化を図る取組を特別交付税措置。

活動内容（例） 地域活性化に向けた幅広い活動に従事

特別交付税
措 置

○派遣元企業に対する負担金など起業人の受入れの期間中に要する経費 上限額 年間５６０万円／人

○起業人の受入準備経費 上限額 年間１００万円（措置率０．５）／団体
（派遣元企業に対する募集・PR、協定締結のために必要となる経費）

○起業人が発案・提案した事業に要する経費 上限額 年間１００万円（措置率０．５）／人

○観光振興 ○ICT分野（デジタル人材）

○地域経済活性化（中小企業のハンズオン支援）

①３大都市圏外の市町村

②３大都市圏内の市町村のうち、条件不利地域を有する市町村、定住自立圏に取り組む市町村

及び人口減少率が高い市町村

○地域産品の開発・販路拡大

○中心市街地活性化

1,432市町村

等

実 績

※特別交付税ベース

年 度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

企業人数 22人 28人 37人 57人 70人 95人 148人 395人 618人

受入団体数 17団体 25団体 32団体 50団体 56団体 65団体 98団体 258団体 366団体

20代 30代 40代 50代 60代以上

12.3％ 26.4％ 27.1％ 27.9％ ６.2％

【年代割合】
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○ 人口減少が進展する一方で、インフラ資産の大規模な更新時期を迎える中、財政・経営状況やストック情報等を的確に把握し、「見える

化」した上で、中長期的な見通しに基づく持続的な財政運営・経営を行う必要性が高まっている

○ しかしながら、地方公共団体においては、人材不足等のため、こうした経営・財務マネジメントに係る「知識・ノウハウ」が不足し、小規模

市町村を中心に公営企業会計の適用やストックマネジメント等の取組が遅れている団体もあるところ

地方公共団体の経営・財務マネジメントを強化し、財政運営の質の向上を図るため、総務省と地方公共団体金融機構の共同事業
として、団体の状況や要請に応じてアドバイザーを派遣

（２） 支援の方法

※アドバイザーの派遣経費（謝金、旅費）は、地方公共団体金融機構が負担

（３） 事業規模

○ 約６億円（約1,400団体・公営企業への派遣を想定）

啓発・研修事業課題対応アドバイス事業 課題達成支援事業

都道府県が市区町村・公営企業の啓発
のため支援分野の研修を行う場合に派
遣

市区町村・公営企業が直面する課題に
対して、当該課題の克服等、財政運
営・経営の改善に向けたアドバイスを
必要とする場合に団体の要請に応じて
派遣

上記の支援分野の実施に当たり、知
識・ノウハウが不足するために達成が
困難な市区町村・公営企業に、技術
的・専門的な支援を行うために派遣

都道府県に派遣個別市区町村に継続的に派遣（各都道府県市区町村担当課等と連携して事業を実施）

令和５年度「地方公共団体の経営・財務マネジメント強化事業」

事業概要

（１） アドバイザーを派遣する支援分野

○ 公営企業・第三セクター等の経営改革

・ ＤＸ・ＧＸの取組

・ 経営戦略の改定・経営改善

・ 公立病院経営強化プランの策定及び経営強化の取組

・ 上下水道の広域化等

・ 第三セクターの経営健全化

○ 公営企業会計の適用

○ 地方公会計の整備・活用

○ 公共施設等総合管理計画の見直し・実行

（公共施設マネジメント）

○ 地方公共団体のＤＸ

○ 首長・管理者向けトップセミナー
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②協力情報の提示
（９月下旬頃）

派
遣
先

市
町
村

・国家公務員 ･･･原則人口10万人以下
・大学研究者 ･･･指定都市を除く市町村
・民間専門人材 ･･･指定都市を除く市町村

職
種

・常勤職員 …副市町村長、地方創生監など
・非常勤職員…顧問、地方創生アドバイザーなど

派
遣
期
間

・国家公務員 ：原則２年間
・大学研究者 ：原則半年〜２年間
・民間専門人材：原則半年〜２年間

給
与

報
酬
等

・原則 市町村が負担
※派遣先市町村と派遣元企業等との協議にて決定
（総務省の「地域活性化起業人」とも併用可）

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

・派遣前に地方創生施策に関する研修会を実施。
・年に数回、派遣者の取組や派遣先での課題を
共有する報告会・情報交換会を開催。

＜研修会・報告会の模様＞

 地方創生に積極的に取り組む市町村に対し、意欲と能力のある国家公務員、大学研究者、
民間専門人材を市町村長の補佐役として派遣

 市町村からの派遣受入の希望申請に基づき、各省庁、大学、民間企業と市町村との
マッチング協議の支援を実施

 派遣前に地方創生施策についての研修会を実施するとともに、年に数回、派遣者の取組報告や
派遣先での課題を共有する報告会・情報交換会を開催し、派遣者間のネットワーク構築をサポート

【施策のイメージ】

地方創生人材支援制度 制度概要

※ 市町村は都道府県経由で申請（締切は都道府県毎に設定）
※ 大学研究者、民間専門人材は、募集開始時に協力情報にて

市町村に共有

平成27年度 69市町村 69名
・国家公務員 42市町村 42名
・大学研究者 15市町村 15名
・民間専門人材 12市町村 12名

平成28年度 58市町村 58名
・国家公務員 42市町村 42名
・大学研究者 3市町村 3名
・民間専門人材 13市町村 13名

平成29年度 55市町村 55名
・国家公務員 44市町村 44名
・大学研究者 2市町村 2名
・民間専門人材 9市町村 9名

平成30年度 42市町村 42名
・国家公務員 39市町村 39名
・大学研究者 1市町村 1名
・民間専門人材 2市町村 2名

令和元年度 33市町村 34名
・国家公務員 23市町村 23名
・大学研究者 3市町村 4名
・民間専門人材 7市町村 7名

令和２年度 46市町村 57名
・国家公務員 20市町村 20名
・大学研究者 2市町村 2名
・民間専門人材 26市町村 35名

令和３年度 78市町村 88名
・国家公務員 21市町村 21名
・大学研究者 2市町村 2名
・民間専門人材 55市町村 65名

令和４年度 81市町村104名
・国家公務員 16市町村 16名
・大学研究者 3市町村 3名
・民間専門人材 63市町村 85名

令和５年度 66市町村81名
・国家公務員 20市町村 20名
・大学研究者 １市町村 １名
・民間専門人材 47市町村 60名

354市町村延べ588名を派遣
（令和５年３月17日

内閣官房
内閣府

各省庁
大学研究者
民間企業

市町村
④希望企業名等を連絡

（～11月上旬頃）

①派遣可能な
企業等情報提供
（～8月末）

⑤希望市町村の
ニーズの提供
（11月下旬頃） ⑥マッチング協議

(～２月末)

③協力情報に基づき
派遣希望を検討
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⑤地域資源の活用を通じた
ローカルスタートアップについて
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ローカルスタートアップの全国展開 ～ローカルスタートアップ支援制度の創設～

○創業形態では、大きな設備投資や融資を必要としないケースが多数（※）であり、ローカル10,000の規模の創業は限定的。
○政府全体でスタートアップを推進している中、地域から全国へのボトムアップの成長を推進するためには、地域資源を活用し地域課題の
解決に資する小規模創業（以下「地域密着型スタートアップ」という。）を支援し、地域発の経済好循環を創り出していく意義は大きい。

○このため、ローカル10,000の活用推進に留まらず、地域密着型スタートアップも対象として、新たに拡充した地方財政措置と関連措
置等を合わせて「ローカルスタートアップ支援制度」としてパッケージ化。

○支援制度の周知・活用により、自治体が地域に創業のシーズを見つけ出し、きめ細かく支援していくことで、ローカルスタートアップ全体を
支援。

地域経済循環創造事業（ローカル10,000）

例）協力隊OBが古民家カフェを創業
例）ＰＣ１台で観光コンテンツの
ブランド化事業を創業

一定規模の設備投資や融資を必要とするもの

例）移住者が地域ＤＸコンサルティングを創業

※「創業費用50万円以下」が、全体の82％(2021日本政策金融公庫調査)

ローカルスタートアップ

例）協力隊OBが古民家カフェを創業
例）ＰＣ１台で観光コンテンツの
ブランド化事業を創業

ローカル10,000では通常扱わないような地域密着型スタートアップも
「ローカルスタートアップ支援制度」の対象として全国をターゲットに取組を展開する。

例）移住者が地域ＤＸコンサルティングを創業

協力隊ＯＢの創業など、大きな設備投資・融資を必要としないもの（※）

交付金と融資の活用によって一定規模の
設備投資が行われるもの

地域経済循環創造事業（ローカル10,000）
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ローカルスタートアップ支援制度の創設

○ 地域の活性化を加速し、東京圏への一極集中の是正を図り、地域から全国へとのボトムアップの成長の推進に向けて、地域金融機関
等と協調してスタートアップ支援に取り組む地方自治体を大幅に増加させるため、事業立ち上げの各段階に応じて支援する「ローカルス
タートアップ支援制度」を創設。

○ 新たに拡充する地方財政措置と既存の関連措置等（協力隊OB・OGに対する起業支援、ふるさと納税を活用した企業支援等）を
パッケージ化し、現行のローカル10,000プロジェクトや分散型エネルギーインフラプロジェクト等の予算措置とあわせて、地域でのスタート
アップを幅広く支援。

① 事業の企画段階 ③ 事業立ち上げ段階

・関係者の打合せに係る経費
・創業支援等事業計画の作成
に係る経費

・研修に係る経費

地方財政措置
・ローカル10,000プロジェクト （※）

国費・地方財政措置

地方財政措置
・商品化可能性調査や需要動向調査に係る経費
・初期投資計画書のシミュレーションに係る経費
・実施計画書の作成に係る経費

・起業・事業承継に要する経費 (協力隊OB・OGによる起業支援)
・ふるさと起業家支援プロジェクト（CF活用型ふるさと納税活用補助の上乗せ分）

【新規】
・案件募集に係る経費

【新規】
・融資元等に、ふるさと融資（※）・日本政策金融公庫を追加
※ 自治体の利子負担・保証料補助に対する特別交付税措置あり

② 事業の立ち上げ
準備段階

地方財政措置

【新規】
・法人設立等に係る経費
・インキュベーション施設の借入
れに係る経費

・地域資源の発掘に係る経費
・ビジネスモデル構築支援に係る
経費

④ 事業立ち上げ後の
フォローアップ段階

地方財政措置

【新規】
・事業の分析や再構築等、
フォローアップに要する経費

※初期投資費用に対する助成に要する経費に対し、
国費及び特別交付税措置（次ページ参照）

上記①及び②に係る経費について
は、ローカル10,000プロジェクトに
繋がらない経費も対象。

以下の措置も活用可能
・分散型エネルギーインフラ
プロジェクト
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ローカル10,000プロジェクトの活用事例①

採択団体・年度 事業内容 公費交付額 融資額

岐阜県各務原市
（平成28年度）

市の特産物「にんじん」の農家数が年々減少しており、傷物品や規格外品などの大量
廃棄への対応も必要であることから、地元の大学生と共同で和菓子スイーツを開発し、
スイーツの販売拠点として新店舗を整備。

25,000千円
（10/10事業）

25,000千円

岡山県新見市
（令和元年度）

廃校施設をリノベーションし、ＩＴ技術を活用した温度・湿度・水分管理により通年栽培可
能なきくらげ栽培室を整備。黒きくらげのほか、希少性の高い白きくらげを生産。

24,000千円 24,000千円

秋田県
（平成３０～令和３年度）

①酒造業の醗酵技術を活かした「粉末商品」の開発、②納豆商品のフリーズドライ加工
による即席麺やシーズニング業態等の新業態の商品開発
など、地域の食を活用するための施設や機械の整備を複数の事業で実施

①25,000千円
②35,000千円

①25,000千円
②52,500千円

（１）遊休施設（古民家等の空き家、空き公用施設、廃校等）の有効活用
採択団体・年度 事業内容 公費交付額 融資額

岡山県高梁市
（令和３年度）

古民家を改修し一棟貸しの宿泊施設として運営するとともに、『お試し移住』『お試しサテ
ライト』『ワーケーション』施設としての活用も可能とすることにより、高梁市を移住先候補地
としてPR。施設内ではベンガラ染め体験もできる。

25,000千円 25,000千円

北海道鶴居村
（令和３年度）

日本初、廃校となった小学校の体育館を活用したクラフトビールブルワリー。物販や見学
スペースも設け、観光客やビール醸造を学びたい人々を受け入れ、交流できる場所とする
とともに、地域資源を生かしたクラフトビールを新たな特産品・観光資源として活用。

35,000千円 55,000千円

（２）観光拠点・宿泊施設の整備

採択団体・年度 事業内容 公費交付額 融資額

島根県松江市
（平成30年度）

３軒の古民家を、インバウンドや企業・大学の合宿にも対応できる宿泊施設にリノベー
ションしたほか、既存の宿泊施設に半露天風呂、食事会場である国登録文化財にバーを
新設。これらを地元住民の交流の場としても活用。

19,000千円
（10/10事業）

19,000千円

兵庫県
（令和３年度）

築100年の古民家を改修し、①移住・起業目的の方に安価で長期滞在ができる
weeklystay施設 ②丹波焼や丹波布を初めとした地域資源を活用する新規事業者向け工
芸品等販売所 ③不動産情報や就労情報の提供をするカフェを整備。

10,000千円 10,000千円

（３）地元農林水産物を活用した６次産業化、新商品開発の促進
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ローカル10,000プロジェクトの活用事例②

採択団体・年度 事業内容 公費交付額 融資額

福岡県芦屋町
（令和２年度）

芦屋町が復興に取り組んでいる茶の湯釜の名品「芦屋釜」。工房・ギャラリーを建設し、
「芦屋釜」をはじめとする芦屋鋳物の製作技術の継承を行い、新たなる地域ブランドの創
出による地域活性化を図る。

24,999千円 25,000千円

山梨県都留市
（令和３年度）

都留市が発祥とされる郡内織に関わる人材育成から製造、販売を一貫して行える拠点
を整備。織物のネット販売、ふるさと納税の返礼品としての出品を通し、ITやデザインに関
わる人材なども利用するコワーキングスペースとなる。

11,000千円 11,000千円

採択団体・年度 事業内容 公費交付額 融資額

岩手県久慈市
（平成27年度）

ICTを活用したハウス内温度、CO2濃度等の監視制御システム及び低コスト高断熱ハウ
スを導入。久慈地域の木材の残材等を活用した木質バイオマスエネルギーの熱エネル
ギーを供給し、安定した菌床しいたけの栽培、環境負荷の低減を図る。

40,000千円 57,505千円

長野県佐久市
（令和２年度）

工場跡地をリフォームし、世界初、エネルギー源の確保から原材料まで全てを自然素材
で賄う持続可能な製法の「どぶろく」製造を行う。薪ボイラーを整備し、エネルギー源として、
地元産の間伐材を活用。

4,333千円 4,334千円

（５）バイオマス、廃棄物等の地域資源を活用した地域エネルギー事業

採択団体・年度 事業内容 公費交付額 融資額

千葉県市原市
（令和２年度）

コロナ禍において密を避けるための旅行スタイルとして注目が高まっているグランピン
グ施設を廃校を活用して整備し、首都圏からのマイクロツーリズム客を取り込む。

25,000千円 50,000千円

福井県敦賀市
（令和３年度）

旧金融機関施設をリノベーションし、コワーキングスペースとゲストハウスが一体となっ
た施設を整備し、テレワーク等の新しい働き方の市内での受け皿として活用。

6,750千円 6,750千円

（６）ウィズコロナ・ポストコロナを見据えた設備投資の動き

（４）伝統工芸品等の再生・伝統技術の継承

※ 金額は事業実績（見込み含む）70



ローカル10,000プロジェクト 北海道鶴居村
「鶴居村クラフトブルワリー事業」

【事業背景】
〇酪農業が主産業で、製造業は村営チーズ工場など零細なものに止
まっており、様々な職種をカバーする雇用の受け皿が不足している。

〇人口減少、少子高齢化の進展により、中心市街地の店舗が減少。
街の賑わいが減退し、隣接都市へ日常品の購買や飲食の流失によ
り、地域経済が循環していない。

○クラフトビールのブームにより、全国に数多くのブルワリーが誕生している
が、ビール醸造を学ぶ場所がなく醸造技術を持つ人材が不足している。

【事業実施者】 株式会社 Ｋｎｏｔ
【自治体・金融機関の支援内容】
○公費による交付額：
国費（地域経済循環創造事業交付金）：26,250千円
地方費：8,750千円
○釧路信用金庫による融資：30,000千円
○釧路信用組合による融資：25,000千円

【地域への貢献】

○地元に新たな職業の選択肢と
雇用の受け皿が創出される。

○ビール醸造を学びに訪れる者の
人流の発生で関係人口が増
加、観光資源を楽しむ人々で
交流人口が増加、工場への雇
用により定住人口が増加する
など新たな交流により街の賑わ
いが創出される。

○地域消費が高まり、地域経済
が循環される。

【取組内容】
○民間企業を誘致し、人口減少に伴い廃校となった小学校の体育館
内にクラフトブルワリーを整備する。

○ブルワリーには物販や見学スペースを設け、観光客やビール醸造を学
びたい人々を受け入れ、人々が交流できる場所とする。

○クラフトビールを地域資源である清らかな水やブドウなどを利用して醸
造し、新たな特産品・観光資源として活用する。

令和３年度採択

旧茂雪裡小学校 体育館 ブルワリーイメージ
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ローカル10,000プロジェクト 岩手県久慈市
「ハウス内環境制御と木質バイオマスエネルギーを活用した菌床しいたけ栽培による地域経済循環創出事業」

【事業背景】
〇地球温暖化により、猛暑が続くようになり、品質・収穫に与える影響
が大きくなったため、断熱対策だけでなく、冷房設備の導入が必要

〇ハウス内CO２濃度の調整について、生産者の経験と勘により換気調
整を行っていたが、生産量が安定せず、作業環境にも影響が出る。

〇東日本大震災の影響で、設備倒壊等による生産不能、福島第一
原発の事故による風評被害による価格の下落が見られる。

【事業実施者】 有限会社 越戸きのこ園

【自治体・金融機関の支援内容】
○国費（地域経済循環創造事業交付金）：40,000千円
○みちのく銀行による融資：57,505千円

【地域への貢献】

○菌床しいたけの生産量増加と
安定供給

○久慈地域のしいたけブランド力
の向上

○新規雇用の創出

○木質バイオマスエネルギーの導
入による未利用材の活用

【取組内容】

○ ICTを活用したハウス内温度、湿度、CO2濃度等の監視制御シ
ステム及び低コスト高断熱ハウスを導入し、全国に例のない菌
床しいたけ栽培技術を確立するとともに、地域生産者への普及、
しいたけの一大産地化を図る。

○久慈地域の木材の残材等を活用した木質バイオマスエネル
ギーによる熱供給を受けることにより、化石燃料価格の変動に
左右されない安定した経営と環境負荷の低減、エネルギーの地
産地消による地域経済循環システム構築の実現を図る。

導入したハウス

平成２７年度採択

菌床しいたけ生産の様子① 菌床しいたけ生産の様子②
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ローカル10,000プロジェクト 千葉県市原市
「市原市旧高滝小学校を活用した地域活性化プロジェクト」

【事業背景と課題】
〇市原市は進学・就職・結婚を機とした若者・女性の域外流出が多く、
特に自然豊かな南部地域の人口減少・少子高齢化が顕著。

〇観光入込客数362万人に対し宿泊者数数は30万人。滞在時間
の延伸による交流人口の拡大を進める必要がある。

〇地域に雇用を生み出し移住・定住につながる環境づくりが必要。
〇アフターコロナを見据え新しい生活様式に沿って持続的な集客につ
ながる核となる観光コンテンツの開発が必要。

【事業実施者】 株式会社HAMIRU

【自治体・金融機関の支援内容】
○公費による交付額：
国費（地域経済循環創造事業交付金）：12,500千円
地方費： 12,500千円
○千葉銀行による融資：50,000千円

【取組内容】

○廃校となった高滝湖畔にある旧高滝小学校をリニューアルし、里
山の特性を活かしたグランピング施設として、多様な関係者のコ
ミュニティを創造することができる地域未来創造拠点を創り出す。

○市原市の地域食材を活用したバーベキューやマルシェの開催。

○地域の特性を活かした洋菓子の開発、製造、販売を行う。

〇地域の事業者と連携した体験型観光を実施。

改修前の旧高滝小学校

令和２年度採択

近隣の農園と連携した野菜収穫体験グランピング場イメージ

【地域への貢献】

○市原市の課題である宿泊機能
が強化され、新たな観光需要
の喚起につながる。

〇生産者と消費者をつなぐコミュ
ニティの場となり、経済効果を
創出し地域の持続性を高める。

〇子育て世代の女性などの雇用
を創出し、定住化を促進する。

○様々な情報の発信拠点となり、
交流人口・関係人口の拡大を
推進する。

〇公共資産を公民連携により活
用し、地域活性化に寄与する。
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○ 地域振興に資する民間投資を支援するため、自治体（都道府県・市町村）が、地域金融機関の融資と協調して、公費により助成する制度。

○ 自治体負担額について、国費（補助率：1/2～10/10）による支援等により、ローカルスタートアップ立ち上げを強力に支援。

１．制度概要

国の財政支援等

1/2(最大10/10)

国費

1/4
特別交付税

1/4
自治体負担

２．事業スキーム

自治体による助成 地域金融機関等(※)による
融資又は出資自己資金

０円でも可 自治体による助成額以上最大で初期投資費用の1/2まで

民間事業者の初期投資費用（施設整備、機械装置、備品費等） 農 林 漁 業

活用可能な事業(例)

製 造 業

宿 泊 業

観 光 業

…
…

食 品 加 工 業

地域 エ ネ ルギ ー 事業

※ 第一地方銀行、第二地方銀行、信用金庫、信用組合
R5年度から、融資元の拡充
・日本政策金融公庫及び沖縄振興開発金融公庫
・ふるさと融資を利用する場合の地方公共団体

① 事業計画書（※）の作成
・民間事業者・地域金融機関が、事業実施地域の自治体窓口と調整の上作成。

又は

・自治体が地域課題解決に向けた事業を発案し、民間事業者・地域金融機関を募った上で作成。

② 総務省への申請
・自治体から総務省に事業採択を申請。
・申請は年間を通じ随時受付（毎月10日〆切） 。

③ 採択決定
・申請から約１ヶ月半で採択決定。

３．交付手続

ローカル 1 0 , 0 0 0プロジェクト R５予算額
地域経済循環創造事業交付金 5.8億円の内数

・原則、自治体負担の1/2を国費により支援し、残額の1/2を特別交付税により
財政措置。
※1 財政力の弱い条件不利地域は国費を2/3又は3/4にかさ上げ
※2 デジタル技術を活用した事業は国費を10/10、脱炭素に資する地域再エネ

を活用した事業は国費を3/4にかさ上げ

※ R5年度から、記載内容の軽減を図るとともに、
記載例を示した計画書を自治体に提示。
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ローカルスタートアップの普及への取組

〇10月に新設した地域力創造事業活用推進室において全国を訪問し、支援措置を周知し活用を促すとともに、地域
課題を丹念に聴取し、更に制度改善に取り組む。

○また、来年１月から全国10ブロックで開催予定のローカルスタートアップ推進会議、新年度に開催予定の全国会議
の場で、あらゆる関係者にローカルスタートアップの取組が直接届くよう、強力に訴える。

会議名 取組 開催時期

[従来会議のリニューアル]
ローカルスタートアップ推進会議（全国10ブロック）

（金融庁・中企庁と共催）

・自治体や金融機関、商工団体等を対象に、施策の周知、
他省庁の連携施策の紹介や、参加者からの意見を吸い上げ、
更なる制度改善へ反映する。

令和５年１月～

全国都道府県財政課長・
市町村担当課長合同会議

・都道府県財政課長及び市町村担当課長を対象に開催し、
庁内や各市町村への周知を図る。 令和５年１月

【新規】地域力創造施策説明会（全国会議） ・全都道府県を対象に東京で開催し、周知を図る。 令和５年４月

今後実施する主な会議（総務省主催）
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地域力創造に関する有識者会議 最終取りまとめ（２０１０年８月）

１．地域力創造に関する今後の施策の在り方
（3）地域固有の資源を活用をした地域力の高め方（概要）

第１の視点：地域資源の発掘、再生、保全、充実
・自分たちの地域にどのような資源が存在しているのかをつぶさに把握し、客観的に評価することが重要である。
・地域資源の活用には、三つの手法がある。
・一つは、地域の祭りや伝統的な芸能を青少年の参加を得て継承し、活性化するなど、今あるものを磨きよりよくする手法である。
・もう一つは、いわば埋もれている地域資源に光をあて発掘するという手法である。自然環境や地縁的なつながりの強さなど、地元の
人々にとっては特に値打ちがあると思われていないもの（こと）でも、その地域外の人にとっては非常に貴重なものと評価される場合
がある。
・三つ目として、マイナスに評価されているものを、斬新なアイデアにより利用の仕方を工夫するなど新たな資源を作り出すという手法も
ある。行政には、これまでとは全く違う発想も取り入れることのできる柔軟な姿勢を持ち、地域力を高めていくことが求められている。

第２の視点：地域資源を活かした産業と人材力との結合による地域づくり
・地域資源に適合した産業を振興させることが必要。
・また、地域資源と人材力とを結びつけることによって地域を活性化させることが重要である。例えば、地域における大学とは積極的に
連携・協働をすべき。

第３の視点：地域づくりの評価視点
・地域力を測るバロメーターとしては、人口、産業・経済に関する指標が採用されることが多いが、一人ひとりが元気にいきいきと過ご
せるということも地域の力となりうる。両者のバランスがとれた地域づくりをすることが必要である。
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過疎地域市町村や過疎地域内の個人または団体

全国過疎問題シンポジウム
において表彰

過疎地域の持続的発展に資するため、地域の持続的発展と風格の醸成を目指し、過疎地域において
課題の解決に取り組み、創意工夫が図られている優良事例について表彰を行うもの。

趣
旨

推薦団体の募集
【都道府県⇒総務省】

表彰委員会による審査及び選定

令和４年度 過疎地域持続的発展優良事例表彰について

（選 定 対 象）

（表彰の流れ）

全国過疎問題シンポジウム2022inくまもと
＜10/20（木） 全体会＞

・表彰式（総務大臣賞、全国過疎地域連盟会長賞）
・基調講演
・パネルディスカッション
＜10/21（金） 分科会＞

・優良事例発表会、現地視察

表彰件数の推移

（３月～４月） （５月～９月） （１０月）

【書類審査⇒現地調査⇒優良事例の決定】

※ 過去に推薦された事例で、大臣賞・会長賞に選定されなかった
ものについても、再度の推薦が可能。
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飛騨市内の様々な困りごとをプログラム化し、全国の皆さんの力を借りて、交流をしながら解決する支え合いの仕組み。

ひ だ し

飛騨市
人口減少先進地の挑戦！地域を超えて支えあう

「お互いさま」が広がるプロジェクト「ヒダスケ！」

お互い様の精神で、参加者には、主催者よりオカエシを手渡す。

総務大臣賞

岐阜県飛騨市
ひ だ し

「岐阜の宝もの」にも選ばれた日本の原風景。高齢化
により景観を維持できなくなった石積みをヒダスケで
延べ 189 名が参加し復旧した。

コロナ禍で直接参加することができないため、オンラ
インを活用し地元特産品「寒干し大根」のアンバサダ
ーを募り PR のお手伝い。

一人暮らしの高齢者にとって、自宅の障子張りも一苦
労。親子で参加し、子どもでも地域に貢献できること
を実感することができる。

（単位：人）

市町村名 昭和 35 年 昭和 55 年 平成 12 年 平成 22 年 平成 27 年 令和 2 年
飛騨市 49,391 38,384 30,421 26,732 24,696 22,538

●人口増減率 （単位：％）

市町村名 R2/S35 R2/S55 R2/H12 R2/H22 R2/H27
飛騨市 -54.4 -41.3 -25.9 -15.7 -8.7

●高齢者・若年者比率（R2 年） （単位：％）

市町村名 高齢者比率 若年者比率
飛騨市 40.4 8.8

岐阜県飛騨市

D
A

岐阜県飛騨市（ひだし）

団体名▶飛騨市
所在地▶〒 509-4292 岐阜県飛騨市古川町本町2 番 2 2 号
連絡先▶TEL：0577-73-2111 FAX：0577-73-7077

E-mail：sougouseisaku@city.hida.lg.jp
URL：https://www.city.hida.gifu.jp/

【交通のご案内】
自動車▶東海環状自動車道 飛騨清見 IC より約 30 分

中部縦貫自動車道 高山 IC より約 15 分
国道 41 号 富山駅より約１時間50分/ 高山市街地より約 20分

鉄 道▶高山本線特急ワイドビューひだを利用
名古屋から飛騨古川まで約２時間 40 分
富山から飛騨古川まで約１時間 15 分

高山本線普通列車を利用
飛騨高山から飛騨古川まで約 15 分
猪谷から飛騨古川まで約 50 分

飛行機▶東京から来られる場合
羽田空港から富山空港まで約１時間
富山空港からレンタカーで１時間 30 分

●国勢調査人口

T
A

◆評価のポイント
飛騨市は厳しい人口減少が続く中で、それを止めるために無理な施策

を展開するよりも、地域外との交流をより重要視すべきと判断し、映画
「君の名は」のファンが訪れる現象も踏まえて、飛騨市ファンクラブを

平成 29 年 1 月に設立した。東京・大阪・岐阜さらに飛騨市で、市長な
どが参加する気軽なパーティのファンのつどいを開催し、会員はまもな
く 1 万人に達する。

ファンクラブ会員との交流の中で地域に貢献したいという会員が少な
からずいることに気づいた市職員の議論から、様々な困りごとの解決のた
めに外部の人の力を借りるヒダスケが発案された。インターネットで事
務局が、募集主（ヌシ）とその困りごと（集落の景観保全作業、農作物の
収穫など）を配信し、それを手伝う意思のある人が参加者（ヒダスケ）となっ
て現地に行くという仕組みである。令和 2 年 4 月にスタートし、

2 年間で 107 プログラムが実行され、延べ 1038 人がヒダスケとなっ
て参加した。参加者は市からの地域通貨 500 円分とヌシなりのお礼（食
事や野菜など）をもらう。旅費等は自費である。

農作物を貯蔵する板づくりの倉がある種蔵集落では、石垣の修復、ミョ
ウガ畑の手入れなどに多数のヒダスケが参加、岐阜大の教授と学生たち
も参加した。いまは板倉の宿に五右衛門風呂をつくっている。ミニトマ
ト農園では収穫期には随時お手伝いを募集して、連日の参加がある。飛
騨みやがわ考古民俗館では展示の縄文時代に作られた石棒の撮影に多く
のヒダスケが機材持参で参加している。企業定年後に移住した人の中に
は、ヒダスケとして参加しているうちに、周りとの会話からヌシとして
納屋の修復を行った例も見られる。

なお、二日連続して異なるヒダスケに参加する場合に、ファンクラブ
の会員であれば1000 円の地域通貨がもらえるという「お泊りヒダスケ」と
いう取組みも開始された。このようにヒダスケが短期間に活況を呈した
ことは担当者の予想を超えることであったが、ヒダスケには地元の人も参
加するのでそこで交流の輪が広がり、多彩な行動が派生したことも価値
がある。自己有用感が都会人の求めるものであったことの発見の意義は大
きい。

◆事例の概要
「ヒダスケ！」は、困りごとや地域課題を交流の資源とし

て捉え、人と人とのつながりと支えあいを構築する新しい活
動で、地域外の方との接点をつくるために、観光や移住とは
違う切り口から着想をした活動である。

市民の困りごとや地域の課題を解決するプログラムを住民
が作成し、プログラム主催者が「ヌシ」、参加者が「ヒダスケ
さん」と呼ばれている。参加者には参加後「オカエシ」とし
て主催者の創意工夫で用意する野菜等のお礼や電子地域通貨
「さるぼぼコイン」を用意するなど、令和２年４月の運用開
始から 100 以上のプログラムが生まれ、延べ 1 ,000 人を超
える参加者があり、地域経済の一助となっている。

平成 29 年から「飛騨市ファンクラブ」を設立し、全国の
10 ,000 人を超える会員と交流を深めるとともに、ウェブ上で
マッチングを可能にすることで、コロナ禍であっても地域や
年齢の垣根を超えて、幅広く参加者を募集することができ、主催
者・参加者にとって満足度の高い取組となっている。

7

令和４年度 過疎地域持続的発展支援優良事例表彰 総務大臣賞受賞
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ふるさとづくり大賞について

＜目的＞

○全国各地で、それぞれのこころをよせる地域「ふるさと」をより良くしようと頑張る
団体、個人を表彰することにより、ふるさとづくりへの情熱や想いを高め、豊かで
活力ある地域社会の構築を図ることを目的として、昭和58年度から実施

○平成26年度から「ふるさとづくり」の活動に携わる方々の励みとなるよう、最優秀

賞として、内閣総理大臣賞を創設し、名称を「地域づくり総務大臣表彰」から「ふ
るさとづくり大賞」に変更

（令和４年度で40回目。令和４年度までに1,201団体・個人が受賞。）

＜受賞者の決定方法＞

○都道府県から推薦のあった団体、地方自治体及び個人の中から、「ふるさとづく
り懇談会」の意見を踏まえ、総務大臣が受賞者を決定

○令和４年度は団体部門65事例、地方自治体部門15事例、個人部門10事例の合
計90件の推薦があり、最優秀賞１事例、優秀賞３事例、奨励賞２事例、団体表
彰15事例、地方自治体表彰６事例、個人表彰２事例（合計29事例）が受賞

＜令和４年度ふるさとづくり大賞表彰式＞

○会 場 都市センターホテル（東京都内）

○内 容 表彰式、受賞者による事例発表等

○出席者 受賞者及び随行者、総務省政務、ふるさとづくり懇談会構成員 ほか

表彰状を授与する中川総務大臣政務官 受賞者の展示スペース ふるさとづくり大賞事例集

＜ふるさとづくり懇談会＞

総務大臣が依頼する、地域づくりに関して優れた識見を有する者で
構成。ふるさとづくり大賞の選定手続きや審査に際し意見を提出すると
ともに、個性豊かで魅力あるふるさとづくりの推進に関して幅広い観点
から議論することを目的として設置

○構成員（令和４年度～令和５年度）（50音順）

鵜殿 麻里絵 株式会社エムズブランディング代表取締役社長

大社 充 芸術文化観光専門職大学教授

栗田 和久 日本放送協会チーフディレクター

小松 圭子 有限会社はたやま夢楽代表取締役社長

椎川 忍 一般財団法人地域活性化センター理事長

田中 輝美 島根県立大学准教授、ローカルジャーナリスト

◎西村 幸夫 國學院大學教授、東京大学名誉教授

沼尾 波子 東洋大学国際学部国際地域学科教授

マタレーゼ・エリック anaguma文庫

森川 博之 東京大学大学院工学系研究科教授

柳井 雅也 東北学院大学教授・地域構想学科長

◎は座長 合計１１名

※令和２年度は新型コロナウイルス感染症に伴い中止、令和３年度はオンライン表彰式
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ふるさとづくり大賞 受賞者事例
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ふるさとイベント大賞について

１ 名 称 第27回ふるさとイベント大賞
２ 主 催 一般財団法人地域活性化センター
３ 後 援 総務省､内閣府､地方六団体､地域づくり団体全国協議会､日本商工会

議所､全国商工会連合会､ＮＨＫ､(一社)日本ケーブルテレビ連盟
４ 日 程 令和５年２月28日（火） 13：00～14：00
５ 会 場 ルポール麹町 ロイヤルクリスタル
６ 目 的 全国各地で数多く開催されている地域の活力を生み出すイベントを

表彰し、全国に向けて紹介することによって、ふるさとイベントの
更なる発展を応援することを目的として、平成8年度から実施。
ふるさとイベントの創造・発展を促すことで、地域固有の風土・伝
統・暮らしを守るとともに、地域に対する愛着と誇りを育み、内外
との交流につながる地域の活性化に資する。

７ 受賞団体 ８団体
 大 賞 【内閣総理大臣賞】

市場街（高岡クラフト市場街）（富山県高岡市）
 最優秀賞【総務大臣表彰】

房総里山芸術祭 いちはらアート×ミックス2020+（千葉県市原市）
 優秀賞 【地域活性化センター会長表彰】

わらアートまつり（新潟県新潟市）
第３回小倉城竹あかり（福岡県北九州市）
吉田皿屋ひかりぼし（佐賀県嬉野市）

 ふるさとキラリ賞【選考委員会表彰】
行田花手水week及び希望の光（埼玉県行田市）
てぬぐいひらひら（鳥取県境港市）

 選考委員特別賞【選考委員長表彰】
全国高等学校書道パフォーマンス選手権大会(書道パフォーマンス甲子園)
（愛媛県四国中央市）

市原市の豊かな自然などの
地域資源とアートを融合さ
せ、アートによるまちづくり
に取り組んでいます。関東
一遅い紅葉に染まった里山
を舞台に開催した令和3年
の芸術祭は、70組のアー
ティストにより90を数える
アート作品を出展しました。

大 賞 【内閣総理大臣賞】
市場街（高岡クラフト市場街）（富山県高岡市）

高岡中心市街地において、
毎年秋頃に開催する「クラフ
ト」をテーマとしたイベントで
す。平成28年からは「工芸
都市高岡の秋」に拡大、令
和2年からはオンラインプロ
グラム「市場街TV」を立ち上
げています。

最優秀賞【総務大臣表彰】
房総里山芸術祭 いちはらアート×ミックス2020+

（千葉県市原市）

北川フラム選考委員長らによる授与 受賞者との記念撮影
81



○ 地方公共団体が重要プロジェクトを実施する際には、外部専門人材、地域、行政、民間などが連携して取り組むことが
不可欠。そこで、市町村が、関係者間を橋渡ししつつプロジェクトをマネジメントできる「ブリッジ人材」について、「地域プ
ロジェクトマネージャー」として任用する制度を令和３年度に創設。

○ 令和４年度には70市町村が活用（特別交付税ベース）。

★ブリッジ人材が不在だと・・・
・コミュニケーション不足から混乱が
生起、関係者がお互いに不信感

・せっかく外部専門人材を
招へいできても孤立

⇒プロジェクトの実があがらない状態に

イメージ

・多様な関係者間を調整、橋渡し

・チームとしてプロジェクトを推進

⇒プロジェクトを着実に
成果へつなげる！

★人物像
・地域の実情の理解、専門的知識・仕事経験を通じた人脈の活
用、受入団体及び地域との信頼関係の構築 etc

★地域要件

★地方財政措置
・地域プロジェクトマネージャーの雇用に要する経費を対象に、650万円/人
を上限に特別交付税措置
・１市町村あたり２人、１人あたり３年間を上限

★地域プロマネ任用により・・・

・３大都市圏内又は３大都市圏外都市地域から、条件不利地
域へ住民票を異動（地域おこし協力隊と同様）
・ただし、現地在住の地域おこし協力隊OB・OG、地域活性化起
業人OB・OGから任用される場合には移住は求めない

3大都市圏内 3大都市圏外

都市地域

条件不利地域

地域プロジェクトマネージャー

制度概要
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